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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記
す）より技術協力の要請を受け、「ODA運営管理能力向上プロジェクト」を2005年10月から３
年間の計画で実施してきました。 

2008年10月のプロジェクト終了を前に、プロジェクト目標の達成度や事業の効率性、今後の

自立発展性の見通し等の観点から、ベトナム側評価チームと合同で評価を行うとともに、今後

の協力の方向性を検討し、提言や教訓を導き出すことを目的として、2008年６月30日から７月

11日まで、JICAベトナム事務所長 中川 寛章を団長とする調査団による終了時評価調査を行い
ました。 

本報告書は、同調査団による調査結果、ベトナム側関係機関との協議結果を取りまとめたも

のです。この報告書が、本プロジェクトの成果を今後のベトナムのODA運営管理体制の更なる
強化を図っていくうえでの指針となるとともに、今後の類似技術協力プロジェクトの立案・実

施にあたって参考となることを祈念いたします。 

終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係者の皆様に、心から感謝の意を表し

ます。 

 

平成20年９月 

 

独立行政法人国際協力機構 

ベトナム事務所長 中川 寛章 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

ハノイ市 

ホアビン省 

ゲアン省 

トゥアティエンフエ省 

ホーチミン市 



 

略 語 表 
略 語 正式名称 和 訳 

CCBP Comprehensive Capacity Building Program to 
Strengthen ODA Management in Vietnam 

包括的 ODA 運営管理能力向上プログ
ラム 

CDOPP Capacity Development of ODA Project Planning ODA運営管理能力向上プロジェクト 

CMP Coordination and Management Platform （各種 IT システムの）連携管理プラ
ットフォーム 

DAD Development Assistance Database 開発援助データベース 

DPI Department of Planning and Investment 計画投資局 

MPI/FERD Foreign Economic Relations Department, 
Ministry of Planning and Investment 

計画投資省対外経済関係局 

Hanoi PC Hanoi People’s Committee ハノイ市人民委員会 

HAPI Hanoi Authority for Planning and Investment ハノイ市人民委員会計画投資局 

HCM PC Ho Chi Minh People’s Committee ホーチミン市人民委員会 

IT Information Technology 情報技術 

JBIC Japan Bank of International Cooperation 国際協力銀行 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

LA Line Agency （ODAプロジェクトの）主管機関 

MARD Ministry of Agriculture and Rural Development 農業・農村開発省 

M&E Monitoring and Evaluation モニタリング・評価 

MIS Management Information System 情報管理システム 

MOH Ministry of Health 保健省 

MOT Ministry of Transportation 交通運輸省 

MPI Ministry of Planning and Investment 計画投資省 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

PDM Project Design Matrix プロジェクトデザインマトリクス 

PGAE Partnership Group for Aid Effectiveness 援助効果パートナーシップグループ 

PMU Project Management Unit プロジェクト管理組織 

PPC Provincial People’s Committee 地方人民委員会 

SQL Structured Query Language - 

TOT Training of Trainers 講師育成研修 

UNDP United Nations Development Programme 国連開発計画 

VAMESP２ Vietnam-Australia Monitoring and Evaluation 
Strengthening Program-Phase2 

ベトナム／オーストラリアモニタリ
ング・評価能力向上プログラム２ 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：ベトナム社会主義共和国 案件名：ODA運営管理能力向上プロジェクト 

分野：行政 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：ベトナム事務所 協力金額（評価時点）：約２億６千万円 

先方関係機関：計画投資省ほか 協力
期間 

2005年10月～2008年10月 

日本側協力機関：特になし 

１－１ 協力の背景と概要 
ベトナムでは、ODA資金やプロジェクトが、経済成長や国民の生活の質の改善に貢献し

ており、ODA案件数や支援額は増大傾向にある。一方、ODAの執行状況の改善、煩雑な事
務手続きの簡素化、優良案件の発掘形成、円滑な案件実施、案件のモニタリング・評価能
力の向上等が、ベトナム政府のみならずドナーにとっても大きな課題となっている。この
ような状況下、ベトナム政府の要請を受けて、JICAは2005年10月から３年間の予定で、援
助受入れ窓口機関である計画投資省（Ministry of Planning and Investment：MPI）を主たる実
施機関として、ベトナム政府関係者のODA運営管理能力の向上を目的とした技術協力プロ
ジェクトを実施している。本プロジェクトの具体的な活動項目は以下の３点である。 
 
（１）MPI対外経済関係局（Foreign Economic Relations Department：FERD）のODA担当職
員が効率的にプロジェクト要請書を審査できるよう、情報技術（IT）を活用した業務環
境の改善を行う。 

 
（２）Line Agencies（セクター省庁や地方省：LAs）のODA担当職員が優良なODAプロジェ
クトを企画立案できるよう、企画立案能力を高めるための研修を行う。 

 
（３）LAsのODA担当職員がODAプロジェクトに関する事務手続きを適切に行えるよう、
ベトナム政府および我が国を中心とするドナーのODA手続きに関する周知活動を行う。 

 
１－２ 協力内容 
（１）上位目標 

ベトナムにおけるODAの質が改善する。 
 
（２）プロジェクト目標 

ベトナム政府（MPI/FERDおよびLAs）のODA運営管理（プロジェクト企画立案・審
査段階）に関するキャパシティが向上する。 

 
（３）成果 

１）プロジェクト実施管理体制が確立する。 
２）ITの活用により、MPI/FERDのODA運営管理に関する業務環境が改善する。 
３）LAs職員のODA手続きに関する知識とプロジェクト企画立案に関する基礎的な技術
が向上する。 

 



ii 

（４）投入（評価時点） 
日本側 
専門家派遣：11名（50M/M） プロジェクト総予算：約２億６千万円 
機材供与：約124千USドル 研修員受入れ：36名 

ベトナム側 
カウンターパート配置：４名（MPI/FERD）、パイロットLAs（保健省、交通運輸省、

農業・農村開発省、ハノイ市、ホアビン省、ゲアン省、ト
ゥアティエンフエ省、ホーチミン市）からも若干名配置 

土地施設提供：プロジェクト事務所（MPI分館内に部分提供） 
２．調査評価団の概要 

調査者 （１）総括   中川 寛章 JICAベトナム事務所所長 
（２）評価企画 山田 実 JICAベトナム事務所所員 
（３）評価分析 津久井 純 （財）国際開発センター ベトナム事務所

代表 

調査期間 2008年６月30日～７月11日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 
（１）投入および活動 

プロジェクトの投入は、ベトナム側が提供したオフィスが不十分であり、追加的に
日本側で外部オフィスを借り上げる必要が生じたほかは、おおむね計画どおりであっ
た。活動についても、ITシステムの開発、ODA手続きマニュアルの策定が、主に外的
要因により当初スケジュールから遅延したものの、おおむね適切に行われた。 

 
（２）成果の達成度 

成果１の達成度は十分に高い。カウンターパートはこれまで強いリーダーシップを
発揮しプロジェクトを運営してきた。成果２の達成度は、ODA運用管理に関する法令
の改定の遅延という外部要因によってITシステムの開発が遅れ、試行的にデータが入
力され始めた状況であるため、終了時評価時点では定量的には評価できない。しかし
ながら、ITシステムのデザインに対する関係者の評価は高く、その運用に関する検討
も進んでいることから、MPI/FERDのODA運営管理に係る業務環境の改善は、プロジェ
クト終了時点には達成が見込まれる状況である。成果３の達成度は、十分に高い。参
加者の理解度と満足度が示すように、全体的にみて、ODA企画立案研修とODA手続き
ワークショップは適切に実施されたといえる。また、プロジェクトが養成した研修講
師の多くは、自力で企画立案研修を実施できるレベルに達しており、パイロットLAs
では自らの組織、地域において、これら研修講師を動員して企画立案研修を引き続き
実施している事例も確認されている。 

 
（３）プロジェクト目標の達成度 

MPI/FERDのODA関連業務改善について、上述の理由により終了時評価段階において
定量的・包括的な評価は困難であるが、プロジェクト終了時までには開発された ITシ
ステムを通じてMPI/FERDがODA案件を戦略的に運営管理できるようになる見込みで
ある。しかしながら、この見込みは今後このシステムがMPI/FERDおよびLAsの実際の
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業務の中でどのように活用されるかにかかっている。LAs職員について、研修・ワーク
ショップ参加者のアンケート調査に表れた彼らの理解度・満足度をみる限り、彼らの
能力は向上したといえる。パイロットLAsについては、研修・ワークショップを通じ獲
得した知見を日常的なODAプロジェクト企画立案業務に活用している事例に加え、上
述のとおり研修コースを自力で開催する事例も確認されている。一方、非パイロット
LAsにおけるプロジェクト目標の達成度については留意が必要である。パイロットLAs
では一連の研修を通じてトレーナーが養成されるなど集中的な活動が実施されたのに
対し、非パイロットLAsでは研修とワークショップが１回行われたのみである。この限
定的な活動は、今後、ベトナム政府自身による取り組みが継続されることを前提に、
LAsのODA運営管理キャパシティの向上に貢献するものと位置づけられる。なお、ODA
手続きワークショップについては、JICA、JBICの統合を控えている事情もあり、プロ
ジェクト終了後の継続に関する具体的なアイデアはない状況である。 

 
（４）上位目標の達成度 

本プロジェクトとCCBP（Comprehensive Capacity Building Program to Strengthen ODA 
Management in Vietnam）、VAMESP２（Vietnam-Australia Monitoring and Evaluation 
Strengthening Program-Phase２）との協力は適切に行われ、これらはODA案件運営管理
の全体的なサイクルを扱う一つの「プログラム」としてみなすことができる。また、
プロジェクトを通じて得た知見を活用して作成されたプロジェクトプロポーザルが実
際にドナーに承認された事例も聞かれている。これらは、上位目標の達成に向けた的
確な方向性を示すものといえる。一方で、上位目標の達成度に関するPDM上の指標が
曖昧であり、客観的な評価は困難であると判断された。これらを踏まえると、ODAの
質的改善については、まだ本プロジェクトの活動と明確な因果関係をもつ体系的な変
化はみられておらず、（通常プロジェクト終了後３～５年かかるとされる）上位目標の
達成度を評価するのは時期尚早と結論付けるのが妥当と思われる。 

 
３－２ 評価結果の要約 
（１）妥当性 

本プロジェクトは、高い妥当性を有する。 
・本プロジェクトはベトナム政府の社会経済開発５カ年計画に沿っており、特に行政
機能の強化、行政機能の地方分権化、援助効果向上、行政の透明性向上の点でベト
ナム政府の政策方針に合致している。 

・日本政府の対ベトナム国別援助計画の重点分野の一つ「制度整備」に該当する。 
・セクター色の強い案件が主流であるなか、どのセクターの協力にも共通なODA運営
管理というクロスカッティングイシューを取り上げたことの戦略性は高い。 

・ターゲットグループであるLAs職員およびMPI/FERD職員は、開発リソースとしての
ODAに対する高い期待を抱いており、ODA運営管理キャパシティの改善を図る本プ
ロジェクトは、ターゲットグループのニーズに合致している。 

・PDM上、PCM手法研修を「ODAプロジェクト企画立案」研修として行ったが、ODAプ
ロジェクトに限らず開発計画立案全般を支援する研修内容を位置づけることによ
り、妥当性はより高まったかもしれない。 

・ODA手続きワークショップについて、日本以外のドナーの手続きも取り上げるべき
であるという意見も聞かれたが、日本のケースを「例として」ベトナム政府側手続
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きとドナー側手続きの関係を示そうとしたものであり、またすべてのドナーの手続
きを取り上げることは現実問題として不可能であることから、妥当性を減ずる要因
ではないと判断される。 

 
（２）有効性 

当面のプロジェクト成果は高い有効性をもって達成されたといえる。一方で、終了
時評価時点では不確定性も残しており、最終的な有効性の程度はプロジェクト終了時
までの取り組みに依存する。 
・ITシステムの完成が外部条件によって遅れたため、業務フローへの導入は始まったば
かりであり、実際の有効性が確認できていない。 

・MPI/FERD職員によれば、他のITシステムとの統合を通じ、高機能かつ使い勝手のよ
いシステムが完成した。これは、完成の遅れと引き換えに、綿密な開発過程を経る
ことで得られた成果である。 

・ITシステムの有効性の範囲は現在のところ、MPI/FERD内に限られており、現段階で
はLAsへの裨益効果はない。また、プロジェクトが開発した各種資料はMPIのホーム
ページから直接利用可能ではなく、情報共有に関する有効性は改善の余地がある。 

・聞き取り調査の結果、研修を受けたLAs職員は、ODA案件の企画立案の知識・技術を
得、日常業務においても活用している。 

・研修教材、ワークショップ資料は、当初日本人専門家の主導で作成されたが、その
後ベトナム側関係者の意見によって相当程度改訂がなされた。その結果として、ベ
トナム側のオーナーシップが高まり、内容がより現地事情に沿ったものになったと
評価できる。 

・プロジェクトが養成したパイロットLAsの企画立案研修講師の多くは、プロジェクト
期間中に習得した知見を実践する機会が与えられ、自立して研修を行うことができ
る。また、パイロットLAsの中には組織内・地域内でプロジェクトと同様の研修を独
自に行ったところがある。 

・非パイロットLAsはプロジェクト活動への参加の機会が限られていたが、これらの活
動で得られた知見によって、彼らが提出するプロポーザルの質は改善しつつある。 

・こうした状況のなか、MPIは研修活動の継続に向けた制度的な仕組みを確立する努力
を行っている。MPI内の研修センター、CCBPの研修コンポーネントの活用も検討さ
れている。 

・ODA手続きの普及に関しては、ODA運用管理に関するベトナム側法令の実際の施行
状況、2008年10月のJICA-JBIC統合等の不確定要因の有効性への影響が懸念され、今
後のベトナム側、日本側双方による対話が必要となっている。 

 
（３）効率性 

本プロジェクトの効率性は、以下の点からもたらされうる比較的小さな問題を除い
て、おおむね高かった。 
・専門家の投入は適切、効率的であった。特に、ITシステム開発、研修実施等にあたり
ベトナム人要員を活用することで、日本人専門家の派遣期間を減らしつつ、現地の
知見の有効活用を促進することができた。ただし、日本側の会計年度の都合により、
年度当初の専門家配置ができなかった。機材供与、本邦研修は効率的に行われた。 

・ベトナム側の投入もおおむね適切であったが、プロジェクトオフィスについては、
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MPIから部分的に提供されたものの不十分であり、プロジェクト期間中日本側の負担
でオフィスを借り上げた。このことは財政的観点から効率性を損なう要因となった。 

・ITシステムの開発は、ベトナム側法令の改定の遅延という外部要因によって、またシ
ステムの更なる有効性向上をめざしたために遅れた。この遅延は不可避であり、実
際に有効性に貢献したが、上記のように総合的、定量的な評価ができない以上、プ
ロジェクト成果を制限する要因となった。 

・ODA手続きマニュアルの開発も同様に遅れた。この事情もあり、日本側手続きと新
ベトナム側法令との関係性については、さらに掘り下げる余地がある状況となって
いる。 

・ITシステム開発、ODA企画立案研修について、他プロジェクト（VAMESP２、CCBP）
との連携が適切に行われ、効率的事業運営に貢献した。 

・日本のODAの主要な受け手である８つのセクター省庁、地方省・市をパイロットLAs
として選定したことは、費用対効果の観点から適切であった。 

 
（４）インパクト 

今後の検証が必要とはいえ、プロジェクトのインパクトは比較的大きいと思われる。
一方、直接的インパクト（上位目標の達成）が発現するには一般的に時間がかかるこ
とから、測定指標に基づいて総合的にインパクトを確認するには時期尚早である。そ
れに加えて、本プロジェクトの上位目標は、指標の曖昧性により、その達成状況を測
ることが難しいものになっている。より明確な指標の検討が必要であると思われる。 
・企画立案研修の参加者からは、ODAプロジェクトの企画立案だけでなく、その他の
職場における日常的な意思決定や、関係者間のコミュニケーションにあたり、本研
修で習得した知見を活用しているという報告が上がっている。これは予期せざる正
のインパクトであるといえる。 

・ODAリソースの有効活用に関する地域ワークショップを通じ、ラオス・カンボジア・
ミャンマーの政府関係者に対し、本プロジェクトの成果を共有し、評価されたこと
も予期せざる正のインパクトといえる。 

・本プロジェクトの実施により生じた負のインパクトは特に見受けられない。 
 
（５）自立発展性 

今後の強いコミットメントが求められるものの、本プロジェクトの自立発展性は総
じて高いと思われる。技術的自立発展性が高いと見込まれるのに対し、制度的・財務
的自立発展性については課題を残している。 
・総論として、ベトナム政府の援助効果向上に対するコミットメントは今後とも持続
すると思われ、高い制度的自立発展性が見込まれる。 

・ITシステムの更なる改良、維持管理について、MPI/FERDは強いイニシアティブを有
している。MPI/FERD総務課に複数のIT専門家が配置されるほか、その他の各課にも
ITに比較的明るい職員がその課のIT担当として配置され、これら職員をグループとし
て組織し、システムの維持発展に携わせる予定である。また、ITシステムの開発を担
当したソフトウェア会社は他の ITシステムの維持管理も含めMPIと継続的な関係を
有しており、技術的なITシステムの自立発展性は高いと見込まれる。 

・プロジェクトが養成した企画立案研修講師の多くは、自力で研修を実施可能である。 
・８つのパイロットLAsでは、引き続き、自身の努力において企画立案研修を行ってい
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るが、今後も引き続き行われるのかについては不確定要素を残している。非パイロ
ットLAsにおいても同様に不確定であり、MPIレベル、各LAsレベルでの更なる努力
が、自立発展性を確保するうえで必要である。 

・ODA手続きの周知については、JICA-JBIC統合の影響もあり、今後の活動の見通しは
不透明である。 

・MPIおよび一部のLAsについては、十分とはいえないまでもプロジェクト活動を継続
するための予算措置を講じているが、他のLAsについてはそのような状況にない。 

・MPIのウェブサイトの活用（プロジェクトプロポーザルの審査結果公開、研修資料等
の公開）の動向は、プロジェクトの自立発展性を左右すると見込まれる。 

 
３－３ 効果発現に貢献した要因 
（１）計画内容に関すること 

特になし。 
 
（２）実施プロセスに関すること 

カウンターパートの高いオーナーシップ、他ドナープロジェクトとの緊密な連携。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
（１）計画内容に関すること 

上位目標の指標が曖昧であった。 
 
（２）実施プロセスに関すること 

ODA運用管理に関する法令改定の遅延により、プロジェクト活動の一部が影響を受
けた。 

 
３－５ 結 論 
ベトナム政府の政策に沿って、本プロジェクトは関係者の強いコミットメントのもと適

切に実施された。主に外部条件によってプロジェクト活動は遅延したが、すべてのプロジ
ェクト活動は、成果およびプロジェクト目標に貢献しているといえる。このまま関係者の
努力が続けられることで、プロジェクト目標は終了時までに達成される見込みである。上
位目標につながる兆しとなる実践が散見されるなか、インパクトを拡大し、自立発展性を
確保していくためには、プロジェクト終了後の体制整備に向けた更なる検討が必要である。 
 
３－６ 提 言 
（１）プロジェクト活動の維持・拡大努力の継続 

一般論として、プロジェクト終了後もベトナム側がプロジェクト活動を維持・拡大
することが望まれる。その際、本プロジェクトがODA案件サイクルの企画・審査段階
に焦点を当てたことを踏まえ、同サイクル全体に関する運営能力向上の取り組みに沿
った形で、プロジェクト活動の維持･拡大が図られるよう配慮されるべきである。 

 
（２）適切な機能向上・維持管理を通じたITシステムの効果的活用 

本プロジェクトを通じ開発を支援したITシステムについて、MPIが、適切な制度的管
理体制の確立を通じ、効果的に活用していくことが望ましい。このシステムは、
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MPI/FERD職員のみならず、LAsやドナーも含めたユーザーのニーズに合わせて継続的
にアップグレードがなされるべきである。なお、プロジェクトチームには、将来にお
けるITシステム活用状況のモニタリングの基礎となる、包括的・定量的な調査をプロ
ジェクト終了時までに実施することが期待される。 

 
（３）ODAプロジェクト企画立案に関する知見の実際の業務への適用 

ODAプロジェクトの質的改善という上位目標の達成のためには、日常的なODA関連
業務において、本プロジェクトが提供した理念、知見、技術が実際に活用されること
が決定的に重要であり、LAsがこれらに沿ったプロジェクトプロポーザルをMPIに提出
することが望まれる。 

 
（４）同知見の（ODAプロジェクト企画立案に限らない）広範な意思決定過程への応用 

本プロジェクトを通じて実施した研修は、一義的にはODAプロジェクトの企画立案
のための知見を提供するものであったが、MPIや各LAsが、全国、セクター、地方レベ
ルで自身の開発計画や公共投資プロジェクトを策定するうえでの意思決定ツールとし
ても、これらを積極的に活用することが期待される。 

 
（５）研修の継続的実施 

MPI、各LAsは、ODA企画立案研修の継続、研修教材の普及、養成された研修講師の
活用を進めていくべきである。MPIはいくつかのパイロットLAsで既に見出されている
グッドプラクティスの普及のための方法を検討すべきである。パイロットLAsは、養成
された講師に引き続き研修実施の機会を与えることにより、関係職員の更なる能力向
上への貢献を図るべきである。 

 
（６）プロジェクト成果の他のODAプロジェクトでの活用 

MPIはODA企画立案研修の成果を他ODAプロジェクトで有効活用すべきである
（CCBPへの取り込み、他のJICAプロジェクトでの活用等）。 

 
（７）継続的な日本・ベトナム間の対話を通じた日本・ベトナムODA手続き間の関係性の

明確化 
日本・ベトナム双方のODA手続きの関係性について、運用面も含め更なる明確化が

なされ、両者の相互理解の促進が図られるべきである。JICA、JBIC統合も控え、当面
日本側のODA手続き自体が流動的になると見込まれることを踏まえると、MPIとJICA
事務所が制度的対話を実施することが重要であり、これを通じ継続的にODA手続きマ
ニュアルが改訂されていくことが望ましい。 

 
（８）LAsとの情報共有強化に向けたMPIウェブサイトの戦略的活用 

プロジェクト成果のLAsへの裨益をより確実にするために、MPIは自身のODAウェブ
サイトを十分活用することが望まれる。特に、ITシステム開発を通じて効率的に行わ
れるようになった案件審査の結果を迅速にMPIウェブサイトに掲載するとともに、教
材、マニュアル等、本プロジェクトが開発した資料をMPIウェブサイトから入手できる
ようにすべきである。 
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（９）上位目標の達成度指標の再検討 
事後評価に向けて、上位目標（「ベトナムにおけるODAの質が改善する。」）の達成状

況を具体的に評価するうえでの指標を再検討する必要があると思われ、残されたプロ
ジェクト期間内に、日本・ベトナム双方のすべてのプロジェクト関係者で検討される
べきである。 

 
３－７ 教 訓 
（１）クロスカッティングイシューとしての「ODA運営管理」の視点の重要性 

クロスカッティングな「ODA運営管理（あるいは開発計画全般の運営管理）」という
切り口は重要である。これを前面に出した本件のようなプロジェクトは有益であると
ともに、セクターレベルのプロジェクトについても、プロジェクト関係者のODA運営
管理に関する基礎的なキャパシティを強化する活動を含める形で案件を形成・実施す
ることが効果的である。 

 
（２）再委託先選定プロセスにおける競争性とプロジェクト活動の自立発展性とのトレー

ドオフ 
ITシステムの開発にあたっては、自立発展性の観点からは、システムのオーナーと

なる被援助国政府側が既に活用している業者を活用することが適当である。現状の
JICAのプラクティスに照らせば、このことと調達の公正性の観点との間にトレードオ
フが存在しており、援助効果をめぐる国際的な議論において重視されている「被援助
国制度の活用（use of country system）」の視点も踏まえた検討が必要である。 

 
（３）現地専門家の積極的活用 

本プロジェクトのように、相対的に普遍的な知見・技術の伝達、普及を目的とする
プロジェクトにおいては、被援助国の事情に通じたローカルリソースを積極的に活用
することが、効果的、効率的である。 

 
（４）被援助側オーナーシップ、専門家・カウンターパート間のパートナーシップの重要性 

全般的に、本プロジェクトは、カウンターパートの強いオーナーシップ・リーダー
シップ、カウンターパートと専門家の密接なパートナーシップのもとに実施された。
これらの基本的要素は、技術協力プロジェクトの成功にとって必須のものである。 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ プロジェクトの背景・概要 

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）では、ODA資金やプロジェクトが、
経済成長や国民の生活の質の改善に貢献しており、ODA案件数や支援額は増大傾向にある。一
方、ODAの執行状況の改善、煩雑な事務手続きの簡素化、優良案件の発掘形成、円滑な案件実
施、案件のモニタリング・評価能力の向上等が、ベトナム政府のみならずドナーにとっても大

きな課題となっている。このような状況下、ベトナム政府の要請を受けて、JICAは2005年10月
から３年間の予定で、援助受入れ窓口機関である計画投資省（Ministry of Planning and 
Investment：MPI）を主たる実施機関として、ベトナム政府関係者のODA運営管理能力の向上を
目的とした技術協力プロジェクトを実施している。本プロジェクトの概要は以下のとおりであ

る。 

協力期間 2005年10月～2008年10月（３年間） 

上位目標 ベトナムにおけるODAの質が改善する。 

プロジェクト
目標 

ベ ト ナ ム 政 府 〔 MPI対 外 経 済 関 係 局 （ Foreign Economic Relations 
Department：FERD）〕およびプロジェクト主管機関（Line Agencies：LAs)1

のODA運営管理（プロジェクト企画立案・審査段階）に関するキャパシ
ティが向上する。 

成果 １．プロジェクト実施管理体制が確立する。 
２．情報技術（ Information Technology： IT）の活用により、MPI/FERDの

ODA運営管理に関する業務環境が改善する。 
３．LAs職員のODA手続きに関する知識とプロジェクト企画立案に係る基
礎的な技術が向上する。 

主要活動項目 １．MPI/FERDのODA担当職員が効率的にプロジェクト要請書を審査でき
るよう、ITを活用した業務環境の改善を行う。 

２．LAsのODA担当職員が優良なODAプロジェクトを企画立案できるよ
う、企画立案能力を高めるための研修を行う。 

３．LAsのODA担当職員がODAプロジェクトに関する事務手続きを適切に
行えるよう、ベトナム政府および我が国を中心とするドナーのODA手
続きに関する周知活動を行う。 

投入実績 ・協力概算額：約2.6億円（2008年６月末時点） 
・専門家派遣：50M/M 
（チーフアドバイザー／ODA運営管理、情報技術活用、研修計画、プ
ロジェクト企画立案） 

・機材供与：約124千USドル 
・研修員受入れ：36名 

 

                             
1 MPI/FERDはベトナム政府の援助受入れ窓口。LAsは ODAプロジェクトを担当する中央省庁および地方省・市の総称。 
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１－２ 終了時評価の目的 

（１）2008年10月のプロジェクト終了を控え、これまでのプロジェクトの成果及び目標達成度

について確認し、貢献／阻害要因を分析する。 

 

（２）これを踏まえ、日本側及びベトナム側がプロジェクト終了時までに行うべき対応等につ

き提言を行うとともに、他のプロジェクトの形成、実施、評価等の参考となる教訓を導き

出す。 

 

（３）上記評価結果を合同評価報告書として取りまとめるとともに、プロジェクトの残り期間

及び終了後の方向性につきベトナム側関係者と協議し、ミニッツにて確認・合意する。 

 

１－３ 調査団の構成 

（１）日本側（全員現地参団） 

氏 名 担 当 所 属 

中川 寛章 総括 JICAベトナム事務所 所長 

山田 実 評価企画 JICAベトナム事務所 所員 

津久井 純 評価分析 （財）国際開発センター ベトナム事務所代表 

 

（２）ベトナム側 

氏 名 所 属 

Dr. Ho Quang Minh 計画投資省対外経済関係局局長 

Mr. Nguyen Xuan Tien 計画投資省対外経済関係局次長（日本・北東アジア課担当） 

Dr. Pham Hoang Mai 計画投資省対外経済関係局次長（欧州・アフリカ課担当)2 

Mr. Nguyen Hoang Linh 計画投資省対外経済関係局日本・北東アジア課職員 

 

１－４ 調査日程 

日程 活動内容 

６月30日（月） JICAベトナム事務所打ち合わせ 
日本人専門家との打ち合わせ 
MPI/FERD打ち合わせ 

７月１日（火） MPI/FERD総務課担当次長（VAMESP２、CCBP 3 担当）打ち合わせ 
交通運輸省、保健省面談 

７月２日（水） ハノイ市→ゲアン省 

                             
2 プロジェクト期間中の大半において日本・北東アジア課の課長を務めており、カウンターパートチームのなかでも中核的な役割を
果していることから、局内の人事異動後も本件評価調査に全面的に関与することになったもの。 

3 VAMESP２（Vietnam-Australia Monitoring and Evaluation Strengthening Program-Phase２）は、オーストラリアの支援による ODAプロ
ジェクトサイクルのモニタリング・評価段階に注目したプロジェクト、CCBP（Comprehensive Capacity Building Program to Strengthen 
ODA Management in Vietnam）は、世銀日本基金および欧州ドナーを中心とする Like Minded Donor Groupからの資金拠出による ODA
運営管理能力向上を目的とするプロジェクトである。 
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７月３日（木） ゲアン省人民委員会面談 
ゲアン省→トゥアティエンフエ省 

７月４日（金） トゥアティエンフエ省人民委員会面談 
トゥアティエンフエ省→ハノイ市 

７月５日（土） 合同評価報告書作成 

７月６日（日） 合同評価報告書作成 

７月７日（月） JICAベトナム事務所打ち合わせ 
MPI/FERD打ち合わせ（合同評価報告書説明） 

７月８日（火） 合同評価報告書協議 

７月９日（水） 合同評価報告書協議 

７月10日（木） 合同調整委員会（JCC）会合 

７月11日（金） JICAベトナム事務所報告 
在ベトナム日本大使館報告 
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第２章 調査結果 
 

おおむね当初予定どおりの日程で現地調査を行い、調査結果を合同評価報告書に取りまとめ

た。当初、2008年７月10日の合同調整委員会会合の場で、ミニッツおよび合同評価報告書に署

名することを想定していたが、参加LAsからのコメントを受け付けたうえで、最終案とするこ
とが同会合において確認されたため 4 、最終的に８月１日に、それぞれ付属資料１、２の内容

で署名を行った。ミニッツの内容は、①合同評価報告書の内容を日本・ベトナム双方で承認す

ること、②R/D上の予定どおり、2008年10月をもってプロジェクトを終了すること、③合同評
価報告書中の提言を日本・ベトナム双方が誠意をもって実践すること、の３点である。なお、

上記②については、現地調査期間中、一部LAsから協力期間の延長を要望する声も聞かれたが、
MPIの調整を通じ、終了の方向について合意が得られた。 
 

２－１ 評価結果 

巻頭の終了時評価調査結果要約表（英文は付属資料３として添付）、署名済み合同評価報告

書（付属資料２）のとおり。また、評価調査にあたり活用した評価グリッド、各面談の記録を

それぞれ付属資料４、５に示す。特記に値する事項は以下のとおり。 

 

（１）主要活動実績 

ODA企画立案研修（合同評価報告書本文９ページおよびAppendix８参照） 

開催回数・参加者数 15回380名〔講師育成研修２回48名、試行研修８回192名、全国展
開研修５回140名（プロジェクト終了までにさらに３回120名を予
定）〕。PDM上の指標として掲げた定量目標には届いていないが、
十分な準備を経て研修を実施するうえで現実的な回数を実施し
たもの。 

満足度 ほぼ80％以上（ホーチミン市開催分におけるロジスティックスに
関する評価のみ79％） 

理解度 70％以上 

ODA手続きワークショップ（合同評価報告書本文９ページおよびAppendix８参照） 

開催回数・参加者数 ７回350名 

満足度 84～92％ 

プロジェクトウェブサイトの活用状況（合同評価報告書本文12ページおよびAppendix７参
照） 

サイトへのアクセス数 約367,000ページ 

文書ダウンロード件数 約17,500件 

 

                             
4 ただし、実際には LAsから書面での正式なコメントは提出されなかった。 
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（２）評価設問への回答 

終了時評価調査にあたっては、以下の３点を評価設問として設定し、重点的に掘り下げ

ることとしていた。 

１．プロジェクトを通じて開発を支援したITシステムの活用状況、今後の活用見込み 
２．ODA企画立案研修のプロジェクト終了後の実施体制 
３．ODA手続き周知活動のプロジェクト終了後の実施体制 

 

これらの評価設問に関する評価結果はおおむね以下のとおり。 

１）プロジェクトを通じて開発を支援したITシステムの活用状況、今後の活用見込み 
開発の遅延に伴い、現状においてITシステムは試行的に活用されている状況である。

遅延の理由としては、ODA運用管理に関する法令文書の改定の遅れという外部要因に加
え、他のODA運営管理に関するITシステムと統合し、使い勝手のよい包括的なシステム
とするためのグランドデザインの検討に時間を費やしたという事情が強調された。その

ようなプロセスが、質の高いシステムの開発に貢献したという意味で高い有効性につな

がったと評価された。 

システム設計に対する高い評価に加え、データ入力要員を配置するなど、システムの

運用面にも配慮がなされていることから、システムの活用は今後本格的に進み、

MPI/FERDの業務改善に貢献すると目される。ITシステム活用に伴う具体的な効用とし
て、①地域、セクター、ドナーごとの案件の重複回避、②LAsのキャパシティの把握（デ
ィスバース額のモニタリング等により）、③各LAsへのODAの適切な配分、④セクターご
とに設けられたODA予算上限の枠内でのプロジェクトの戦略的な策定等が示された 5 。 

ITシステムの更なる改良、維持管理についても、MPI/FERDは強いイニシアティブを
有している。MPI/FERD内の体制（総務課に複数のIT専門家が配置されるとともに、そ
の他の各課にもITに比較的明るい職員がその課のIT担当として配置され、これらの職員
を一つのグループとして組織し、システムの管理に携わせる予定）、システムの開発を

担当したソフトウェア会社とMPIとの継続的な関係に照らし、適切に改良、維持管理が
なされていく可能性は高いと判断される。 

２）ODA企画立案研修のプロジェクト終了後の実施体制 
プロジェクトが養成した企画立案研修講師の多くは、技術的に、自力で研修を実施可

能なレベルに達している。８つのパイロットLAs 6 は、引き続き、自身の努力において
企画立案研修を行っているが、今後も引き続き実施されるかは予算手当ての不透明性も

あり定かではない。特に、プロジェクト期間中に実施された規模での研修の実施は困難

との意見が多い。 

また、本プロジェクト実施期間中においては１回の全国展開研修に参加したのみの非

パイロットLAsについては、今後、MPIレベル、LAsレベルでのこの種のODA運営管理に
関する研修の継続に向けた全体的な努力が維持される限りにおいて、本プロジェクトに

                             
5 この発言はMPI/FERD総務課担当次長から得られたものであるが、本プロジェクトによって開発された部分に限定されない、MPI
に新たに導入された ITシステム全体を念頭に置いたコメントと理解される。特に、「ディスバース額のモニタリング」は、ITシス
テムの全体像のうち、VAMESP２によって開発された部分に付随する機能により可能となったものである。 

6 交通運輸省、保健省、農業・農村開発省、ハノイ市、ホアビン省、ゲアン省、トゥアティエンフエ省、ホーチミン市。 
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おけるインプットが、そのような全体的な努力に「貢献」すると見込まれると評価した 7 。

MPIレベルの取り組みとしては、CCBPにより民間企業に委託する形で北部、中部、南部
に設けられる予定の“Center of Excellence”や、自身の研修センターで本プロジェクトに
よる研修を引き継いでいく計画がある。 

なお、研修を通じて得られた知見は、LAsのスタッフに有効に活用されており、ODA
プロジェクトのプロポーザルの質の向上に貢献していると評価された。研修を通じて得

た知見を活用して、実際にプロポーザルを作成・提出したところ、ドナーに承認された

との事例も報告された。また、研修の知見が、ODAプロジェクトのプロポーザル作成以
外の日常業務における意思決定、職場内のコミュニケーションに有効活用されていると

の報告もなされた。 

３）ODA手続き周知活動のプロジェクト終了後の実施体制 
ODA運用管理に関するベトナム政府の法令文書の改定の遅延に伴い、プロジェクトを

通じて作成したODA手続きマニュアルについては、更なる改善の余地があることを確認
した。また、ベトナム側からは、2008年10月のJICA-JBIC統合に伴う日本側ODA手続き
への影響に対する懸念が表明された。これらを踏まえ、プロジェクト終了後はプロジェ

クト期間中に実施してきたようなLAsを対象とするワークショップを継続的に開催する
というよりも、MPI/FERDとJICA事務所間による制度的な対話を通じ、双方の手続きに
関する理解を深め、マニュアルを改訂していくことが望ましいとの見解につき合意が形

成された。LAsへの周知についてはMPI/FERD側が責任をもって行うとの理解である。 
 

（３）その他５項目評価・提言・教訓の導出にあたり議論のあった諸点 

（２）に記載済みの点を除き、日本側の当初の想定とベトナム側評価チームの認識に相

違があり、合同評価報告書上の記載ぶりについて、ある程度深い議論がなされた点は以下

のとおり。 

１）妥当性 

・日本側評価チームからの「PCM手法を中心とする本プロジェクトの研修コンポーネン
トを、ODAプロジェクトの企画立案のみならず、開発計画立案全般を支援する取り組
みとして位置づけることで、妥当性はいっそう高まったのではないか」との指摘に対

し、ベトナム側も基本的に同意を示した。ただし、ベトナム側からは、実際の研修の

実施にあたっては、ODA企画立案のみに有益な研修ではない旨を現に強調してきたこ
とが指摘され、合同評価報告書上の書きぶりも「PDM上」（すなわち本プロジェクト
の「設計」上）ODA企画立案に関する研修と位置づけたことの妥当性への影響を指摘
する内容とした。 

・ODA手続きワークショップ等において、「日本の」ODA手続きのみを取り上げたこと
の妥当性に関する指摘が、ベトナム側関係者から提起された。これについては、①日

本の手続きをベトナム側とドナー側の手続きを対比するうえでの「事例」として取り

上げたこと、②すべてのドナーの手続きをカバーすることは実質的に不可能であるこ

                             
7 援助コミュニティにおける援助効果（aid effectiveness）に関する議論において、ある開発成果を特定のドナーの活動の成果に結びつ
けることを重視する帰属（attribution）の概念よりも、途上国自身が有する開発目標の実現に複数のドナー（および途上国政府自身）
が共同で貢献（contribution）していくことが重視されている流れを踏まえた評価。 
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とから、妥当性を減じる要因とはならないと評価した。 

２）有効性 

・日本側評価チームから、日本人専門家チームの所見に基づき、ODA案件審査に関する
新たな業務フローの導入に対する「心理的な抵抗」が存在した可能性を指摘したが、

ベトナム側から「そのような心理的抵抗はなかった、あえていうならITシステムを活
用する新業務フローの導入に伴う業務負担増が課題であったが、現状をみるにプロジ

ェクト目標の達成度に影響を及ぼした要因とはいえない」との反応があり、日本側と

しても妥当な意見と判断したことから、上記指摘は合同評価報告書に盛り込まなかっ

た。 

・当初、日本側評価チームはMPIのODAウェブサイトが開設されていないことが各種情
報のLAsとの共有に対する阻害要因となっているとの認識を有していたが、確認の結
果、これは事実に反することが判明した。すなわち、新ウェブサイトは公開されたも

のの、ITシステムの活用によるプロジェクトプロポーザルの審査結果や、本プロジェ
クトを通じて作成された各種資料（研修教材、ODA手続きマニュアル等）が同ウェブ
サイト上で公開されていない状況であり、合同評価報告書上も、これが有効性、自立

発展性を阻害する要因になっている趣旨の書きぶりとした。 

・CCBPの研修コンポーネントについて、当初日本側評価チームはその立ち上げが遅延
しているものと想定していたが、実際には既に活動を開始しており、本プロジェクト

の終了に備え教材の共有等も行われていることが確認された。ただし、本プロジェク

トとの合同研修は実施されておらず、このような取り組みが研修教材の共有といった

レベルを超えて連携を強化するうえで有用と思われることから、合同研修の早期実施

を呼びかけた。 

３）効率性 

・日本側の投入について、日本側会計年度の制約により４月～５月の専門家配置ができ

なかった点がベトナム側より指摘され（同時期はベトナム側政府関係者の業務スケジ

ュール上比較的余裕があるタイミングであり、プロジェクト活動の一環として研修等

を開催するうえで都合がよかった由）、効率性を減じた要因として記載した。 

・ベトナム側からのオフィスの提供が不十分であった点について、財政的観点に加え、

円滑な共同作業の観点からも効率性の阻害要因であるとの考えを日本側から示した

が、後者の見解についてはベトナム側に受け入れられず（すなわち、物理的に離れて

いてもコミュニケーションは円滑に取られたというのがベトナム側の見解）、合同評

価報告書にも盛り込まなかった。 

・ODA運用管理に関する法令改定に伴うプロジェクト活動（ITシステムの開発、ODA手
続きマニュアルの作成）の遅延については、これがあくまで外部要因による遅延であ

り、プロジェクト関係者の責任ではないという点が強調され、合同評価報告書内でも

随所でその点を明確にした。 

４）インパクト 

・本プロジェクトの研修、ワークショップを通じて得た知見を活用して策定したODAプ
ロジェクトのプロポーザルが実際にドナーによる承認につながった事例（上述）とと

もに、本プロジェクトが他ドナープロジェクトとODAの実施サイクル全体をカバーす



－8－ 

る形で適切に連携している点をもって、上位目標実現に向けた明るい兆候と位置づけ

た 8 。 

・一方で、現行PDMの上位目標およびその指標が、プロジェクトのインパクトを客観的
に測るうえで適切に設定されていないという方法論上の課題を双方で共有し、事後評

価に向けた指標の明確化を提言として掲げることについて合意された 9 。 

・本プロジェクトの研修を通じて得られた知見がODA企画立案以外の日常的な意思決定
にあたってのツールとして活用されている点を確認できたほか、PCMの知見を「共通
言語」として活用することで関係者間のコミュニケーションの円滑化に貢献している

ことが確認された。ただし、この種のインパクトは、ODA担当部署の内部に限定され
ており、ODA以外の事業（例えば政府独自の事業）の企画立案等について、体系的に
知見が活用されているといった状況は確認できなかった。 

・ODAリソースの有効活用に関する地域ワークショップを通じた周辺国（ラオス、カン
ボジア、ミャンマー）への裨益を予期せざるインパクトとして追記した。 

５）自立発展性 

・（２）に記載のとおり。 

６）提言 

・当初、「本プロジェクトを通じて提供された理念や知見を実際に活用したODA案件の
要請書がLAsにより優先的に申請され、MPIにより適切にスクリーニングされること
を奨励」する趣旨の提言案を日本側評価チームから提示したが、「MPIによる適切なス
クリーニング」については既になされているとのベトナム側の認識により、盛り込ま

ないこととした。 

７）教訓 

・ベトナム側から、被援助国側のオーナーシップ、カウンターパートと専門家のパート

ナーシップが技術協力の成功において決定的に重要である点が特に指摘され、この点

を再確認する趣旨の教訓を盛り込んだ。 

                             
8 CCBPの研修は調達、プロジェクト運営管理等、主にプロジェクトの実施段階を、VAMESP２の研修は主に評価・モニタリング段階
を取り上げており、ODAプロジェクト企画立案という計画段階を取り上げている本プロジェクトの研修との補完関係が形成されて
いる。〔以下、本報告書最終編集時点（2008 年 12 月）の補足〕各プロジェクトの連携については、2008 年９月から 10 月にかけて
合同研修が実施されており、ITシステムの開発を VAMESP２との協調を通じ実施したこととあわせ、ベトナム援助コミュニティで
援助効果に関する議論を行うプラットフォームと位置づけられている援助効果パートナーシップグループ（PGAE）の 2008 年活動
レポートにおいて、ドナーによる技術支援の協調に関する好事例として紹介されている（付属資料６参照）。このように、本プロジ
ェクトの実施を通じ、ベトナム援助コミュニティにおける我が国としての援助効果向上アジェンダへの貢献をアピールすることが
できた点も、本プロジェクトのインパクトとして指摘することができよう。 

9 〔本報告書最終編集時点（2008 年 12 月）の補足〕本提言を受けて、プロジェクトの終了にあたり、日本人専門家チームとベトナム
側は、上位目標として「ODAプロジェクトの企画・審査の質が改善する（“The quality of planning and screening for ODA projects is 
improved.”）」、上位目標の達成度を測る指標として「MPIの関係職員が LAsが作成する ODAプロジェクト計画により満足する
（“Relevant MPI officers are more satisfied with the ODA project plans made by line agencies”）」、「ドナーの関係職員がMPIが審査した
ODAプロジェクト計画により満足する（“Relevant officers of donors are more satisfied with the ODA project plans screened by MPI.”）」と
いう対案を提示しているところ、事後評価の実施にあたり配慮が望まれる。 
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２－２ 調査団所見 

基本的に合同評価報告書や、それを踏まえた上記の報告に示すとおりであるが、ベトナム側

との共同作成文書としての同報告書の性格上含めていない、日本側評価チームとしての所見を

以下に示す。 

 

（１）終了時評価実施にあたってのベトナム側の認識 

本プロジェクトについては、プロジェクトの本体活動の実施にあたってのカウンターパ

ートのオーナーシップは高く評価でき、その旨は合同評価報告書中も強調したところであ

るが、翻って本終了時評価実施にあたってのベトナム側の当事者意識は決して高かったと

はいえず、フラストレーションを覚える協議となった。上述の評価設問等、事前に日本側

評価チームとして準備していた論点に沿って、ベトナム側評価チーム（MPI/FERD）との
自省的な議論を通じ、本プロジェクトの実績、今後の見通し等に関する相互の認識を深め

るという狙いは、十分に果たせなかったといわざるを得ない。 

具体的には、まず第一に、この種の評価調査においてはありがちなことであるが、日本

側が提示した評価報告書案に対するMPI/FERDの対応が、基本的に「ネガティブチェック」
であり、ベトナム側にとって都合の悪い記載に対する修正提案に終始した点が指摘できる。

以下に事例を示す。 

１）５項目評価に関する記載の冒頭に、端的に評価結果を記載することとしたが、特に有

効性、自立発展性等、客観的にみればプロジェクト終了に向けて課題を残していると思

われた評価項目の書きぶりについて、合意を形成することが困難であった。例えば有効

性について、当初日本側からは“Effectiveness of the Project can be said moderate. While 
immediate outcomes have been achieved rather effectively, uncertainty remains at the time of 
the Final Evaluation. Further efforts by the time of Project completion are of critical 
importance for finally ensuring high effectiveness.”と、詳細な見解を付したうえで端的には
“moderate”と評価する案を提示したが、これについては受け入れられず（かつ建設的な
対案が示されるわけでもなく）、結局第一文の削除を日本側から提案する形で決着した。 

２）非パイロットLAsに関する評価について、これらのLAsに対しては１回限りの研修、
ワークショップを実施したのみであり、その場での満足度、理解度は十分に高かったも

のの、得られた知見の今後の業務の現場における活用については不確定性がある旨の慎

重な記載案に対し、MPI/FERD側からは、「非パイロットLAsから提出されるODAプロジ
ェクトのプロポーザルの質が、研修やワークショップを通じて得られた知見により継続

的に改善している」旨のやや短絡的な記載に修正することが提案された。日本側として

もこのような見解を明確に否定する客観的な根拠は持ち合わせていないことから、当該

提案を受け入れることとした。 

 

合同評価の形を取る以上、日本側としても一定の妥協は必要と判断し、最終的には上記

２例とも（また、その他の類似の箇所についても）MPI/FERDの意見を汲むことにしたも
のである。一点目のような事例については、この種のワーディングは多分に主観的な要素

があり、評価の本質にさほど大きな影響を与えるものではないと考えるが、二点目のよう

な事例については、①非パイロットLAsからのプロポーザルが真に改善しているのか、②
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改善しているとしてその理由を本プロジェクトによる１回限りの研修等に帰することが

できるのかといった点について、常識的に考えて疑問を払拭しきれず、客観的、論理的な

評価の方法論を貫徹できなかったことは遺憾であった。 

 

また、第二に、ネガティブな記載は受け入れられないとするいわば自己防衛的な姿勢に

も関連して、MPI/FERD側の自己のパフォーマンスに対する過信もあるように見受けられ
た。例えば、ベトナム側のODA手続きについて、日本側は日々の業務を通じ、新法令文書
の運用に不透明性を残していると感じているが、MPI/FERD側は同法令においてすべてが
クリアに整理されており、不確定性はJICA-JBIC統合に伴う日本側の手続きのみに残され
ているとの認識を示す局面があった。また、キャパシティの向上が必要なLAsに比し、自
分達（MPI/FERD）は既に十分なキャパシティ（主に個人的資質）を有しており、本プロ
ジェクトを通じた裨益を期待するのは ITシステムの導入の部分だけであるとの認識を有
しているように見受けられる局面もあった。上記「２－１（３）６）提言」に示した事例

などはその典型であるが、現実を振り返ったときに、MPIが、LAsからのプロポーザルを
適切に審査しているかというと、必ずしもそのような印象は受けていない。 

 

ただし、上記のようなベトナム側に対しやや批判的な見解については、今次終了時評価

が、日本側の認識に照らせば「合同評価」であるのに対し、ベトナム側のODA手続きに照
らせば、「ドナー側の求めによるアドホック評価」であった点について、割り引いて考え

る必要があると思われる 10 。先方の立場に立てば、このような位置づけの評価調査におけ

る日本側からの評価案に対し、自己防衛的な反応を示すのはある程度納得のいくところで

ある。加えて、当方が期待したような、自省的、建設的な相互学習を実現するためには腰

を据えての対話の場が必要であるが、MPI/FERDは折りしも要望調査の対応等で多忙な時
期であり、上記のような位置づけの評価調査に十分な時間を割くことができなかった可能

性がある点は、認識しておく必要があろう 11 。 

 

（２）今後のMPI/FERDとの関係 
上記も踏まえ、今後ともJICA事業全般を効率的・効果的に実施していくうえで欠かせな

いMPI/FERDとの良好な関係を維持・強化していくうえでの留意点を以下に示す。 
まず、懸念されるのがMPI/FERD側の人員体制である。本プロジェクトにおけるベトナ

ム側のオーナーシップに対する高い評価は、マイ元日本・北東アジア課長の貢献に帰せら

れる部分が大きい。同氏はプロジェクト実施期間中に、欧州・アフリカ課担当次長に異動

しており、本プロジェクトの終了時評価には過去の経緯上全面的な参画が得られたが、今

後の日常的なMPI/FERDとのやり取りにおいて、そのような関わりは期待しづらいと想定

                             
10 ODA運営管理に関する法令（Decree 131 号および Circular 04 号）によれば、ODAプロジェクトの「終了時評価」は案件終了後に、
独立コンサルタントによる客観的な視点をもって行うこととされている。今次評価調査が、ベトナム側法令でいうところの「アド
ホック評価」に位置づけられることは、調査実施に先立ちベトナム側に確認したところである。ただし、プロジェクトの R/D上で
は合同評価の実施について合意されていることにも留意が必要である。 

11 この論点は、ベトナム側の ODA運用管理に関する法的枠組みを所与とする限り、ベトナムにおけるすべての技術協力プロジェク
トについてあてはまるものであるが、セクターレベルの特定の技術移転を目的とする（相対的に専門家とカウンターパートが「じ
っくり」技術移転にあたれる）プロジェクトに比べ、一義的には援助受入れに関する調整機関であるMPI/FERDが同時にプロジェ
クトの実施機関ともなった本プロジェクトについては、特にあてはまるものと考えられる。 
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される（上述のとおり、今次終了時評価を通じた議論自体は、当方で期待したような深み

を伴うものではなかったが、それでもマイ次長の関与があればこそ、限られた時間のなか

である程度積極的な意見交換がなされたといえる）。 

合同評価報告書の提言にも示しているとおり、今後、継続的に本プロジェクトの成果を

維持・発展させていくうえでは、統合JICAの協力の理念や手続き等について、MPI/FERD
側に適切に伝達しつつ、ベトナム側の手続きとの関係について整理を図っていく必要があ

る。その際、マイ次長の関与が得られないことを考えると、本プロジェクトによるマニュ

アル作成作業等を通じて形成されたベトナム側との合意内容がしっかり受け継がれるよ

う、継続的な配慮が必要になってくると思われる。 

また、（１）で述べたようなMPIの過信についても、JICA側として十分に留意し、時には
そのような過信を是正するような働きかけも行いつつ、日々接していくことが適切と思わ

れる。特に、MPI以外のセクター省庁、地方省が実施機関となる大多数のプロジェクトの
要請段階、実施段階において、MPI/FERDがファシリテーターとして適切な役割を果たし
ていくよう（要請書の処理にあたってLAsに適切なアドバイスを行う、不当な介入をしな
い、ODA運用管理に関する新法令文書の内容を適切にLAsと共有する等）、地道な対話を行
っていくことが有用と思われる。 

いずれにせよ、ベトナム側の援助受入れ窓口として、密接な連携を図りつつ業務を行っ

ていく必要があるMPI/FERD自身をカウンターパートとする本プロジェクトを実施したこ
とは、この重要なパートナーの実態を、援助受入れ窓口という角度とは別の、実施機関と

しての角度から把握することができたという意味で有意義であったと考えられる。 

 

（３）プロジェクト成果の活用 

合同評価報告書の提言、教訓の項でも記載しているとおり、本プロジェクトで取り上げ

たような「ODA運営管理」の視点は他のプロジェクトを実施する場合においても重要と思
われ、現在実施中の「ホアビン省社会経済開発計画策定改善プロジェクト」のように、直

接的に同視点が関係するプロジェクトはもちろん、その他の特定セクターを対象としたプ

ロジェクトにおいても、適宜活動に取り込むことが有用であると思われる。これに加え、

新規プロジェクトの準備段階等において、本プロジェクトを通じて育成された研修講師や、

開発された研修資料・ODA手続きマニュアルの積極的活用を図っていくことが、新規プロ
ジェクトの効果的な立ち上げの観点のみならず、本プロジェクト自体の意義を増大させる

観点からも重要であると思われる。 
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Appendix 1

ANNEX 1 ROJECT DESIGN MATRIX (PDM)
Project Name: The Project for Capacity Development of ODA Management
Duration: July, 2005 - July, 2008 (3 years)
Target Group: Staff of FERD/MPI * and Line Agencies (LAs) ** in charge the ODA programs/projects

Narrative Summary Verifiable Indicators Means of Verification Important Assumptions
Overall Goal
Quality of ODA in Vietnam is improved Projects with substantial benefits are implemented effectively in Vietnam Questionaires of Interviews to staff of the

Vietnamese Government and donors
No extraordinary political and economic
environment changes occur in Vietnam
Policies related to the ODA management remain
unchanged.

Project Purpose

Outputs

1.Project management and implementing mechanisms are
established.

1.1 Joint Coordinating Committee and other joint teams fulfill their responsibilities of managing and
implementing project activities.

1.1 Project Record

2. Working environment for ODA management at FERD/MPI is
improved by the usage of IT.

3. Knowledge on ODA procedures and basic skills on project
formulation are enhanced among staff of LAs.

1.FERD/MPI can screen project proposals efficiently.
1-1. More than 70% of the FERD/MPI staff at regional divisions complete screening work and prepare
designated documents by spending less time than before the ODA MIS introduction.
1-2. More than 70% of the FERD/MPI staff feel that the quality of proposal screening work has been
improved as a result of the introduction of ODA MIS and IT maintenance system, and website upgrade.

2. LAs can further enhance skills and knowledge for ODA project planning and preapre logical project
proposals.
2-1. Some LAs submit project proposals by using acquired skills and knowledge, and apply them to other
practical work.
2-2. The Vietnamese side sets necessary arrangement to continually launch training courses and
workshops.

1. Questionnaires/interviews with FERD/MPI

2. Questionnaires/interviews with FERD/MPI and
LAs and project record

The capacity of ODA Management (on project formulation) is
developed among the staff in charge of ODA in the Vietnamese
Government (FERD/MPI and LAs).

The Vietnamese Government and donors
implement other activities such as CCBP for
improvement of aid effectiveness successively.
The budget to sustain the IT network and training
on the ODA management are secured by the
Vietnamese Government.
FERD/MPI manages implementation of the
traininig courses/workshops.

2.1 More than 70% of the FERD/MPI staff are satisfied with the ODA MIS and understand its operation.

2.2 LA staff visit the Website and download documents from the Website. (number of visitors and
documents downloaded)
2.3 More than 70 % of the FERD/MPI staff are satisfied with PC and network conditions and feel IT
troubles occur at FERD/MPI less frequently at FERD/MPI than before the introduction of the IT
maintenance system.
2.4 Organizational arrangements and regulations are documented for the IT maintenance and ODA MIS
operation.

3.1 Number of participants who completed training courses
(Target number of trainees: total 640 persons/minimum:
①Trial: Y2: 2 rounds in selected LAs: 8 sites x 15 persons/min. x 2 times = 240 persons
②expansion: Y3: 2 Rounds in 5 sites x 40 persons = 400 persons)
3.2 The target number of the Vietnamese lecturers trained is 40 persons (8LA x 5 persons).
3.3 More than 80% of training participants are satifisfied with the quality of traininig courses and text
books.
3.4 Training participants understand the planning skills with a 70 % correctlly answered rate
on average and are willing to use in practical work.
3.5 The selected 8LAs can cover all their training modules at ODA project planning training
courses (with assistance of FERD/MPI, if necessary)

3.6 The manual on Japan's ODA procedures in Vietnam is developed.
3.7 Number of participants who participated in workshops on Japan's ODA procedures
in Vietnam (ODA workshops). Target number: total 395 persons/minimum: (64 provinces x
5persons)+(15 ministries x 5 persons)=395 persons
3.8 More than 80% of the participants in ODA workshops are satisfied with the quality of
workshops and ODA Manual.
3.9 Particiapnts of ODA workshops understand necessary documents, procedures and timing
for Japanese and Vietnamese sides to mobilize and prepare Japan's ODA projects.
3.10 The Vietnamese side can cover their modules at ODA workshops

2.1  Questionnaire/interviews with FERD/MPI and
Test of Understanding
2.2 Project record/Website log

2.3 Questionnaire/interviews with FERD/MPI

2.4 Project Record

3.1 Project record

3.2 Project record
3.3 Questionnaire with participants in TOTs, trial
trainings and nationwide trainings
3.4 Achievement tests/questionnaires in TOTs,
trial trainings and nationwide trainings
3.5 Project record/evaluations by trainees, trainers
and JICA Project Team/achievement tests in
TOTs
3.6 Project record
3.7 Project record

3.8 Questionnaires with participants

3.9 Questionnaires with participants and Q&A at
workshops
3.10 Project record

Knowledge and skills gained are disseminated and
shared among the staff working for the ODA
management at FERD/MPI and LAs
Executive officers of LAs do not have negative
behaviors toward the proposed planning
methodology.
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Activities Imprtant Assumptions
Japanese Side Vietnamese Side

1. Setting up of project management organizations
1.1 Setting up project management organizations (a Project
Management Unit and a Joint Coordination Committee) including
specifying each member's role

Staff trained for the ODA management contiuously
work at the Government sectors/offices.

1.2 Identifying the persons who has responsibility for IT hardware,
contents of ODA WEB sites and management of database

1.3 Identifying the representative of each selected LA for the Project

2. Improvement of working environment for ODA management at
FERD/MPI by usage of IT
2.1 Implementation of initial survey (including baseline survey)
necessary for improvement of working environment by the usage of
IT
2.2 Making the exsisting ODA project database more user friendly
for project proposal screening.

2.3 Provision of necessary information for project formulation to LAs
(such as searchable project profiles, donor (s)' priority areas and
procedures through the FERD/MPI Website ans strenthening
linkage(s) to donor(s))
2.4 Improvement of workflow in FERD/MPI offices, (such as through
generating project information page and creating document
templates in Vietnamese)
2.5 Enhancement of maintenance system for operational
infrastructure (PCs, network, etc.) at FERD/MPI
2.6 Conducting training on the method and technique for the
effective usage of IT
2.7 Establishment of feedback system on progress and result of
project screening to LAs

3.Enhancement of knowledge on ODA procedures and basic skills
on project formulation among staff of selected LAs.
3.1 Implementation of baseline survey.

3.2 Implementation of training course(s) on project formulation***
  3.2.1 Preparation of trial training course(s)
  3.2.2 Formulation of draft training modules, textbooks and manuals
for lecturers of training course(s) Pre-conditions
  3.2.3 Training of Vietnamese lecturers
  3.2.4 Implementation of trial training course(s) at selected LAs
(Twice: Y2)

The revised Decree 17 are issued and observed
by the Governmental Organizations related to the
ODA management

  3.2.5 Evaluation of trial training course(s) at selected LAs
  3.2.6 Revision of training materials
  3.2.7 Development of standardized training modules, textbooks,
and manuals for lecturers of training course(s)

  3.2.8 Implementation of the training course(s) in several places for
the expansion of trial training course(s) nationwide (Twice: Y3)
  3.2.9 Establishment of training implementation system

1. Dispatch of Experts (Anticipated assignments are below. Besides, as necessity arises the other experts
will be assigned)
1) Chief Advisor/ODA management Specialist
2) Training Content Development Specialist/Project Dormulation Specialist
3) Information Technology (IT) Specialist
4) Coordinator
5) Others (as required)
Note: Depending on expertise of the Experts, the above assignments will be caried out by two/multiple
personnel

2. Training of Vietnamese personnel in Japan or other countries (as necessity arises)

3. Equipment (PC, associated software and etc.)

1. Assignment of Counterparts
1) Project Director
2) Project Manager
3) Counterpart Personnel to Respective Experts

2. Provision of office spaces, facilities and their
necessary utilities

3. Allocation of budget for maintenance of the
Web-site and the IT network (partially)

4. Allocation of buget for implementation of
training courses (partially)

Inputs

on Japan's ODA procedures in Vietnam
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3.3 Dissemination of the ODA procedures
  3.3.1 Development of manuals on the Japanese ODA procedures
in Vietnam
  3.3.2 Support to FERD/MPI in order to disseminate the ODA
procedure through workshops in several places and the FERD/MPI
ODA Website
  3.3.3 Compilation of questions and answers for the activity 3.3.2
and revision of the manuals
  3.3.4 Support to FERD/MPI in order to feedback the result of
activity 3.3.3 to LAs

4. Review of activities to respond to new demands, which come up
during the project implementation
4.1 Revision of activities for following years

Note: * FERD/MPI: Foreign Economic Relations Department, Ministry of Planning & Investment
** Line Agencies (LAs): mean "central ministries, sectoral agencies, provinces and centrally-managed cities" according to Article 5 of the revised Decree 17/2001/ND-CP (page4) (Draft)
*** The implementation of other courses will be considered if the training needs are identified
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2007

Work in Vietnam

Work in Japan

Chief Advisor / ODA Hiroyuki KANZAKI
7 7 40 2 60 30 27 50 5 28 12

Information Technology (IT) Go OTA 19

(42) (25) (35) (7) (25) (1) (9) (26) (27) (25) (21) (7) (30) (17) (26)
Information Technology (IT) Ryuichi SUGIYAMA

(3)

(17) (35)

(69) (36)

(69) (36) (7) (9) (19) (14) (20) (14) (2)

1

(22) (21) (20) (40) (30) (25) (20) (20)

(20) (10)

(7) (15) (21) 30 (12) (9) (15)

50.00Total

0.80

0.51

1.17

0.20

Sub total

The Year 4

Year

12.63

17.63

12.63

The Year 1

The Year 2

The Year 3

4.43

47.32

in Vietnam In Japan

2.68

2006

Position Name

Placement of Experts

Coordinator

1

March

Project Formulation Specialist

Information Technology (IT)
Specialist 2

Training Content Development
Specialist

2 6

Octoebr

3 4 5

November December

Madoka YAMAMOTO

2005

Masami OSATO

January February

Tetsuya　MIZUSHIMA

Kanako KOBAYASHI

Coordinator Jutaro Sakamoto

Coordinator

Hideo SAKAMOTO

January February

7 8 9

April May June July August September October November December

14 15 16 1710 11 12 13

Training Content Development
Specialist Akemi ISHIKAWA

Training Content Development
Specialist Yoshiko TAKAHASHI

1st Fiscal Year

7 7 40

42 25 35

3

17

69 36

22 21 20

35

20 10

2nd Fiscal Year

25 18 25 24

34 26 20

40 36 4316

15

60 40 77

10

13 2
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8 29 20 15 25

(18) (30) (22) (24) (17) (21) (15) (20) (25)

(21) (21) (21)

(21) (21) (14) (14)

15 29
3

(15) 菅原 (15) (15) (15)

SeptemberMarchMay June July

2008

April May June July AugustApril August September October November

36 37

December

31 32 3330

OctoberJanuary February

28 29 34 35

2007

19 20 21 22 23 24 25 26 27

March

18

13

15

22

Third Fiscal Year

80 58 20 17

22 17 15

21

15 15

21

21 2121

24 21

Forth Fiscal Year

20 15 25

20 25

14 14

30





















 

Summary of the Final Evaluation Study 
 

1. Outline of the Project 
Country: Socialist Republic of Vietnam Project Title: The Project for Capacity Development of ODA 

Management 
Issue/sector: Public administration Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project 
Division in Charge: JICA Vietnam Office Total Cost: Approximately 260 million yen 

Partner Country’s Implementation Organization: 
Ministry of Planning and Investment (MPI) and others 

Cooperation 
Period 

October 2005 – October 2008 
(3 years) 

Supporting Organization in Japan: None 
1-1 Background and Outline of the Project 
Official Development Assistance (ODA) to Vietnam has been increasing over the last decade and contributed to 
promoting economic growth and improving the quality of people’s lives. Meanwhile there still remain the issues 
for the Vietnamese government and donors such as alignment to the country system, simplification and 
harmonization of ODA related procedures, capacity building of project formulation, implementation and 
Monitoring and Evaluation (M&E), improvement of the regulatory framework and so on. Under these 
circumstances, upon the request from the Vietnamese government, JICA has implemented the technical 
cooperation project since October 2005, aiming at enhancing the capacity and efficiency of ODA management at 
Foreign Economic Relations Department, Ministry of Planning and Investment (FERD/MPI) and Line Agencies 
(LAs), meaning sectoral ministries and regional provinces and cities, with focus on the project 
formulation/screening stage. Concretely the Project has three activities as follows. 
(1) To improve the working environment by the usage of IT so that the staff in charge of ODA in FERD/MPI can 

efficiently complete screening work of the ODA project proposals. 
(2) To conduct training courses on ODA project formulation in order for the staff in charge of ODA in LAs to 

formulate ODA projects of good quality. 
(3) To disseminate the Vietnamese government’s and donors’, especially centering on Japan’s ODA procedures so 

that the staff in charge of ODA in LAs can properly work on ODA projects. 
 
1-2 Project Overview 
(1) Overall goal:  
Quality of ODA in Vietnam is improved 
(2) Project Purpose: 
The capacity of ODA Management (on project formulation) is developed among the staff in charge of ODA in the 
Vietnamese Government (FERD/MPI and LAs). 
(3) Outputs 
i) Project management and implementing mechanisms are established. 
ii) Working environment for ODA management at FERD/MPI is improved by the usage of IT. 
iii) Knowledge on ODA procedures and basic skills on project formulation are enhanced among staff of LAs. 
(4) Inputs 
(From the Japanese side) 
Placement of Experts: 11 experts (50 M/M)      The total amount of the Project budget: 260 million yen 
Provision of Equipment: US$ 124 thousand      C/P training in Japan: 36C/Ps 
 
(From the Vietnamese side) 
C/P allocation: 4 C/Ps (FERD/MPI), some staff of pilot LAs (Ministry of Health, Ministry of Transportation, 
Ministry of Agriculture and Rural Development, Hoa Binh, Nghe An, Thua Tien Hue provinces, Ho Chi Minh and 
Hanoi city) 
Buildings and Facilities: Project Office was partially provided in the branch facilities of MPI.  
2. Evaluation Team (Japanese side) 
Team members 
 

(1) Leader:           Mr. Nakagawa Hiroaki, Resident Representative of JICA Vietnam 
Office 



 
 

 (2) Evaluation Design:  Mr. Yamada Minoru, Deputy Resident Representative of 
JICA Vietnam Office 

(3) Evaluation Analysis: Tsukui Atsushi, Representative, International Development Center of 
Japan Vietnam branch 

Period 2008.6.30-2008.7.11 Category: Final Evaluation 
3. Summary of Evaluation 
3-1 Results of Cooperation 
(1) Inputs and Activities 
Inputs to the Project were almost as planned except that the working space provided by MPI was not enough and 
the Japanese side had to rent an external office throughout the Project period at its own expense. Project 
activities were implemented appropriately in general, although the development of the IT system and the manual 
on ODA procedures lagged behind the original schedule mainly due to the external factor.  
(2) Achievement of Outputs 
The achievement level of Output 1 is high enough. The core counterpart has exercised its strong leadership and 
managed the Project during entire period of the Project so far. The achievement level of Output 2 is not available 
for the quantitative evaluation at the time of the Final Evaluation because the development of the IT system was 
delayed owing to the external factor, namely the revision process of Vietnamese legal documents on ODA 
management, and it has caused the current situation that staff in FERD/MPI have just begun to input data to the 
system on trial. Nonetheless, considering the appreciation for the IT system design among relevant actors as well 
as the progress of deliberation on future operation of the system at this moment, the improvement of the 
FERD/MPI working environment for ODA management will most likely be realized by the time of Project 
completion. The achievement level of Output 3 is high enough. On the whole, the training courses and workshops 
were appropriately implemented as shown by the level of understanding and satisfaction of the participants. 
Regarding the skill level of the trainers trained by the Project, many of them acquired enough skills and knowledge 
to organize training courses on project formulation by themselves. There were reportedly some LAs who 
mobilized these trainers to organize project formulation training in their respective institution and areas.  
 
(3) Achievement of Project Purpose 
With respect to improvement of the working environment related to ODA project in FERD/MPI, although it is 
difficult to make a quantitative and comprehensive evaluation at the time of the Final Evaluation because of the 
reasons above, the developed IT system would most likely help them to manage and utilize ODA project in a 
strategic way by the time of Project completion, it depends, however, on how the system is utilized in 
consideration of the actual workflow within FERD/MPI as well as LAs. Regarding the staff of LAs, it can be said 
their capacity has been enhanced by focusing on the results of the understanding/satisfaction level survey. In 
addition to the above case where they organized training courses by themselves, they applied what they learned in 
the training course and workshop into their everyday work on ODA project formulation. Meanwhile, it is 
necessary to pay attention to the achievement level of Project Purpose in non-pilot LAs. While the pilot LAs had 
intensive activities such as training of trainers through a series of training courses of the Project, the non-pilot LAs 
had only the one-shot training course and workshop. To the extent that the Vietnamese government (MPI) 
continues to have strong commitment to improving ODA management capacity of LAs, the one-shot training 
course and workshop would be positioned as one of the important/pilot inputs for the overall undertaking of 
the Vietnamese government. As for the ODA procedure workshops, under the circumstance of the coming 
merger of JICA and JBIC, there is no concrete dissemination plan after the completion of the Project.  
 
(4)Achievement of Overall Goal 
The CCBP (Comprehensive Capacity Building Program to strengthen ODA Management in Vietnam), VAMESP 2 
(Vietnam – Australia Monitoring and Evaluation Strengthening Program – Phase 2) and the Project coordinated 
properly, becoming one combined “program” dealing with the overall cycle of ODA project management. 
Furthermore, there was reportedly a case where the beneficiary of the Project submitted a project proposal by 
using acquired skills and knowledge from the Project and could get approval for a donor-funded project. It 
shows an appropriate direction to achieve the overall goal. On the other hand, the Evaluation Team found the 
verifiable indicator for measuring the achievement level of the overall goal was somewhat ambiguous, 



 

making objective evaluation difficult. Taking this methodological challenge into consideration, it would be 
probably fair to conclude that, at the time of the Final Evaluation Study, no systematic improvement in ODA 
quality has been observed with clear causal relationship with the Project activities. It is too early to evaluate the 
achievement level of the overall goal, which could be commonly fulfilled in several years after project completion.
 
3-2 Summary of the Evaluation Result 
(1) Relevance 
Relevance of the Project is generally high. 
・ The Project corresponds with the Vietnamese government’s policy such as its development strategies (SEDP 

2006-2010), especially improving the capacity of administrative functions at the individual and organizational 
levels, promoting decentralization of administrative functions and enhancing transparency of the 
administrative process. 

・ The Project is consistent with the Japan’s ODA policy to Vietnam as it falls on the area of “institutional 
improvement”, one of the three pillars of Japan’s Country Assistance Program to Vietnam. 

・ It was a strategic approach that this Project addressed the cross-cutting issue of “ODA management”, while 
many donor-supported projects have sectoral orientation. 

・ As the target group (staff of LAs and FERD/MPI) generally has high expectation towards ODA, the 
project activities aiming at improving their capacity of ODA management are basically consistent with 
their needs. 

・ The relevance of the training component could have been higher if the training was more explicitly 
recognized in the PDM as a tool to facilitate LAs’ efforts for formulating development plans in general 
rather than individual ODA projects. 

・ There are some opinions among stakeholders that the coverage of the ODA procedure workshop could be 
wider without focusing on “Japan’s” ODA procedures. While this opinion is valid, the narrow focus of the 
workshop did not necessarily undermine the relevance of the Project because (i) the workshops intended to 
convey the relationship between Vietnamese procedures and donor procedures taking Japan’s ODA as an 
“example” and (ii) it is virtually impossible to cover the procedures of all donor partners. 

 
(2) Effectiveness 
While immediate outcomes have been achieved rather effectively, uncertainty remains at the time of the Final 
Evaluation. Further efforts by the time of Project completion are of critical importance for finally ensuring 
high effectiveness. 
・ Due to the delayed completion of the IT system caused mainly by the external factor, MPI has just introduced 

the system to the daily routine use and, at this time, the actual effectiveness of the IT system cannot be 
quantitatively measured. 

・ FERD/MPI staff gives high evaluation to the design and function of the new system. This achievement is 
attributed to the time-consuming examination process among the stakeholders for drawing the best grand 
design of the system. 

・ At the time of Final Evaluation, benefit of the IT system to LAs is limited as the function to share the 
screening results with LAs is not operational yet. And materials developed by the Project are not currently 
available at MPI’s website. There is room for improvement of information sharing with LAs. 

・ Judging by the result of interviews, LAs’ staff who participated in the training courses and workshops 
appropriately acquired knowledge and skills on ODA project formulation and apply them to their practical 
work. 

・ At the beginning stage of the Project, the Japanese experts led the process of preparing the training 
materials and ODA procedure manual. However, in the course of implementing training courses and 
workshops, those materials were considerably revised from the viewpoint of Vietnamese 
trainers/lecturers. This process contributed to strengthening ownership of the Vietnamese side as well as 
improving the quality of the materials that are localized to fit the Vietnamese contexts. 

・ Many of the trainers in the pilot LAs trained by the Project were given the opportunities to practice their 
expertise/skills at the later stage of the Project. As a result, they can technically organize the training course 
by themselves. Mobilizing these trainers, some pilot LAs organized similar training courses in their respective 



 

institutions and areas by themselves. 
・ On the contrary, non-pilot LAs have had a limited chance of participating in project activities (training 

courses and workshops). With their understanding of the contents and knowledge gained from these 
events, the quality of project proposal from non-pilot LAs has been continuously improved. 

・ Under the situation in non-pilot LAs, MPI is also making efforts for ensuring the institutional 
arrangement to continue training and dissemination activities after the Project. These efforts include 
utilization of MPI’s own training center and the training component of CCBP. 

・ With regard to the dissemination of ODA principles and procedures, there are some concerns such as the 
situation of enforcement of the Vietnamese legal documents on ODA management and the uncertainty 
associated with the merger of JICA and JBIC in October 2008. Continuous dialogue on these issues 
between Vietnamese and Japanese sides is needed. 

 
(3) Efficiency 
Efficiency of the Project is generally high except for some relatively minor points as indicated below. 
・ The amount of Japanese expert assignment was suitable. Especially, reducing assignment term of 

Japanese experts to the minimal level by utilizing Vietnamese experts brought high efficiency and 
promoted localization of the Project activities. Meanwhile, the Japanese experts could not be assigned in 
the beginning of the fiscal year due to the procedural reason of the Japanese side. Equipment provision 
and training courses in Japan were efficiently implemented. 

・ Inputs from the Vietnamese side were appropriate in general. Nonetheless, with respect to the Project 
office, working space provided by MPI was not enough and the Japanese side had to rent an external 
office throughout the Project period at its own expense. This to some extent undermined financial 
efficiency of the Project. 

・ The development of the IT system was delayed due to the external factor, namely the delay of the 
revision process of Vietnamese legal documents, and intention to integrate with VAMESP’s system for 
higher effectiveness. Considering the current situation that does not allow a comprehensive and 
quantitative evaluation as mentioned above, the delay should be regarded as a factor inhibiting efficiency 
of the Project, although this was inevitable and in fact contributed to higher effectiveness as stated above.

・ Development of the manual on ODA procedures was delayed because of the same reason as the 
development of the IT system above. As the result, the Project has had rather limited time for elaborating 
its contents, leaving further room for updating the interrelationship between the Japanese and Vietnamese 
procedures on ODA management in daily operation. 

・ The Project collaborated appropriately with other donor-supported projects related to ODA management 
such as CCBP and VAMESP 2, resulting in high efficiency of the Project. 

・ Project activities were mainly targeted at eight pilot LAs that are sectoral ministries and provincial level 
governments. Since these LAs are major recipients of Japanese ODA, as a matter of practicality, the 
selective targeting is judged appropriate in the light of cost-effectiveness. 

 
(4) Impact 
The Project impact seems to be relatively high though further verification is still needed.  
It is too early to make comprehensive evaluation on this criterion as it is commonly recognized that it takes 
some time (3 to 5 years) for the impact at the overall goal level to emerge. In addition to this general 
observation, for this specific Project, there seems to be some methodological challenges in measuring the 
achievement of the overall goal. Clearer verifiable indicators need to be worked out for evaluating the impact 
of the Project in terms of the overall goal, paying attention to such factors as the level of utilizing the IT 
system, quality of ODA project proposals from LAs, and the relevance of the knowledge and skills 
transferred by the Project in actual screening work of ODA projects 
・ It was reported that some participants in the ODA project planning training courses applied what they 

learned to their everyday work as a tool of the decision making at their workplace as well as of the 
communication among relevant actors. This could be regarded as an unexpected positive impact of the 
Project. 

・ The benefits of the Project were shared with and appreciated by government officials of Laos, Cambodia 



 

and Myanmar through two regional seminars organized by FERD/MPI on “Effective Utilization of ODA 
Resources with Focus on Japan’s ODA”. This is another unexpected positive impact of the Project. 

・ There seems to be no negative impact caused by the Project. 
 
(5) Sustainability 
Sustainability of the Project seems to be high in general though strong commitments will be needed in the 
future. Compared with relatively promising technical sustainability, institutional and financial sustainability 
could be a future challenge. 
・ In general, institutional sustainability of the Project activities is expected to be high as they have been 

implemented in line with Vietnamese government’s strong and continuous commitment to enhancing aid 
effectiveness. 

・ FERD/MPI is committed to further upgrading and maintaining the IT system after the Project. The 
arrangement for due technical maintenance of the IT system is improving at the time of the Final 
Evaluation Study and is expected to be fully institutionalized in the near future. In particular, IT experts 
were newly assigned in the General Affairs Division and each Division has assigned an official with IT 
literacy to form an informal group for operationalizing the new workflow with the IT system. The 
company which developed the IT system of the Project has also been supporting the 
development/maintenance of FERD/MPI’s existing IT system as well as VAMESP 2-supported IT 
system. As the whole integrated IT system, including the portion supported by the Project, is expected to 
be maintained by this company as necessary in an integral way, the technical sustainability of the IT 
system can be said high. 

・ Many of the trainers trained through the Project have enough knowledge, skills and confidence to deliver 
lectures and facilitate discussions by themselves, which ensures high technical sustainability for 
organizing training courses after the Project completion. 

・ While some pilot LAs already have practice of continuing training courses by themselves, uncertainty 
remains as to the future arrangement for organizing training on ODA project planning in pilot LAs as 
well as non-pilot LAs. For ensuring sustainability, further efforts are necessary to strengthen the training 
arrangement at MPI level as well as at the individual LA level. 

・ With regard to dissemination of ODA procedures, the prospect for disseminating Japanese procedures is 
unclear due to the merger of JICA and JBIC. 

・ Some LAs as well as MPI already have ensured some budget, although not necessarily sufficient, for 
continuing Project activities after its completion. However, this is not necessarily the case for all LAs. 

・ The way of utilizing MPI’s ODA website (disclosure of the results of proposal screening and materials 
for the training course and workshop) will significantly influence the sustainability of all the Project 
activities as well as the prospect of further expanding the Project benefits to LAs. 

 
3-3 Promoting Factors 
(1) Factors related to Planning 
None. 
(2) Factors related to Implementation Process 
FERD/MPI’s strong ownership and close coordination with other donor-supported projects 
 
3-4 Hampering Factors 
(1) Factors related to Planning 
Ambiguous verifiable indicator for the overall goal 
(2) Factors related to Implementation Process 
Some of the Project activities were affected by the delay of the revision of the Vietnamese legal documents on 
ODA management. 
 
3-5 Conclusion 
In line with the overall policy of Vietnamese government, the Project has been successfully implemented 
with strong commitment of all the stakeholders. Although some delay has been observed mainly due to 



 

external factors, all the Project activities are steadily contributing to the achievement of the outputs and 
Project Purpose. On the condition that the current progress and efforts of the stakeholders are maintained, the 
Project Purpose is likely to be met by the time of Project completion. While some encouraging sign is 
emerging for achieving the overall goal, further consideration on the institutional arrangements after the 
Project completion will be necessary for scaling up the impact and ensuring the sustainability of the Project. 
 
3-6 Recommendations 
(1) Continued efforts for sustaining/expanding Project activities 
In general, the Vietnamese side is recommended to sustain and further expand Project activities after the 
completion of the Project. In doing so, considering that the Project basically focused on the 
planning/screening stage of the whole ODA cycle, it is recommended that the Vietnamese side consider 
sustaining/expanding Project activities in consistency with its overall efforts for enhancing the ODA 
management capacity throughout the ODA cycle. 

(2) Effective use of IT system through appropriate upgrade/maintenance 
MPI is recommended to make effective use of the IT system developed through the Project through 
appropriate institutionalization. The system should be continuously upgraded responding to the needs of not 
only FERD staff as the main users but also LAs and donor partners. In order to maintain FERD’s IT 
environment in general and to make best use of the IT equipment provided by the Project in particular, 
appropriate anti-virus measures should be taken. By the time of the Project completion, the Project team 
should conduct comprehensive quantitative survey that should be the basis for future monitoring of the 
situations of IT system utilization. 

(3) Actual application of skills/knowledge of ODA project planning 
For achieving the overall goal of improving ODA quality, it is critically important to actually apply the 
principles and expertise/skills provided through the Project in daily ODA-related work. Based on these 
principles and expertise, LAs are encouraged to submit ODA project proposals to MPI. 

(4) Application of skills/knowledge to wider area of decision-making process 
While, according to the PDM, the training conducted by the Project primarily intended to offer necessary 
skills for ODA project planning, it should be clearly recognized that those skills are also applicable to a wider 
range of decision-making processes including the formulation of national, sectoral and local development 
plans as well as public investment projects financed by Vietnamese government’s own budget. MPI and LAs 
are encouraged to make use of the skills in such occasions. 

(5) Continued organization of training activities 
Under this recognition, further efforts for continuing training courses, disseminating training materials and 
mobilizing the expertise of the trained trainers should be made by MPI at the collective level and by LAs at 
the individual level. MPI is recommended to consider the way to disseminate good practices observed in 
some of the pilot LAs. The pilot LAs are recommended to provide the trained trainers with continuous 
opportunities to serve as trainers and thus contribute to further enhancing the capacity of related officials.  

(6) Utilization of Project outputs in other ODA projects 
MPI should ensure that the achievement of ODA project planning training is appropriately shared and 
incorporated with relevant ODA projects, including CCBP (training provided by Centers of Excellence) and 
other JICA-supported projects (such as Project for Socio-Economic Development Planning Reform in Hoa 
Binh Province). 

(7) Further clarification of ODA procedures through intensive institutional dialogue 
It is recommended that the interrelationship between Vietnamese and Japanese ODA procedures, including its 
practical interpretation, be further clarified and, as a result, the mutual understanding between the two sides 
be further promoted. As the Japanese ODA procedures are expected to be uncertain due to the scheduled 



 

JICA-JBIC merger, institutional dialogue between MPI and JICA Office (rather than Technical Cooperation 
Project) is important. Through this kind of dialogue, the ODA procedure manual prepared by the Project 
should be continuously revised as a living document.  

(8) Strategic utilization of MPI’s ODA website for better information sharing with LAs 
In order to maximize the benefit of the Project achievements, MPI is recommended to make full use of its 
ODA website. In particular, the screening result of ODA project proposals from LAs should be posted on the 
website as soon as possible by MPI so that the LAs have better access to the information. Also, all the 
materials developed by the Project and currently posted only on CDOPP website (i.e. the training materials 
and ODA manual etc.) should also be available from MPI’s ODA website for the convenience of LAs, based 
on the assumption that CDOPP website will be closed once the Project is completed.  

(9) Clarification of the verifiable indicators for the overall goal 
In preparation for the ex-post evaluation for the Project (scheduled around three years after the Project 
completion), clearer and more concrete indicator(s) for measuring the achievement level of the overall goal 
(”Quality of ODA in Vietnam is improved”) should be considered. This exercise should be undertaken by all 
the Project stakeholders, from both Vietnamese and Japanese sides, by the time of Project completion. 

3-7 Lessons learned 
(1) Importance of “ODA management” perspective 
The Evaluation Teams reaffirmed the importance of “ODA management” as a cross-cutting issue. While 
technical cooperation that directly addresses this issue would be useful, even in those projects that have 
sectoral orientation, this aspect should be paid enough attention. More specifically, for formulation and 
implementation of every ODA projects, it is worth considering including a component of strengthening basic 
ODA management capacity.  

(2) Trade-off between competitiveness and sustainability in the subcontractor selection process 
With regard to IT system development, from the viewpoint of sustainability, it is appropriate to make a 
subcontract with the software company the recipient government already has transactions. This finding seems 
to contain some controversy in relation to JICA’s current procurement practice where generally 
fairness/competitiveness of the subcontractor selection process needs to be ensured. Further institutional 
consideration might be necessary to settle this “trade-off”, paying due attention to the “use of country 
system” argument advocated in the global Aid Effectiveness debates. 

(3) Active utilization of local experts 
Active utilization of local experts is effective and efficient especially for those technical cooperation projects 
like this that aim to transfer and disseminate relatively universal expertise/skills. 

(4) Importance of ownership of counterparts and close partnership between the counterparts and the Japanese 
experts 
In general, the Project was implemented under the strong ownership/leadership of the core counterparts and 
close partnership between the counterparts and the Japanese experts. The Evaluation Team reaffirmed that 
these basic factors are prerequisite for the success of any technical cooperation projects. 

 
 



評価項目 必要なデータ 情報源 調査方法

大項目 小項目

＜プロジェクトの体制が構築され、活動が実施されているか＞

1
C/P配置についての日本人専門家の評価・満足度、C/Pによるプロジェクトの活動視察・参加の有無、専門家とのコミュ
ニケーションの頻度

1 日本人専門家についてのC/Pの評価・満足度

2 CCBPおよびVAMESPとの連携（連絡の頻度、連携の状況）

＜FERD/MPIのスタッフが新システムを使用し、業務の改善に役立てているか＞

3 ITシステム運営責任体制の確立の度合い

4
新システムの開発・インストールの状況、システムによる業務時間の短縮状況、案件審査の質の向上の認識度合い(70%
以上）

5 新システムに対する満足度（70%）, トラブル低減認識度

6 CDOPPウエブサイトの利用状況（ダウンロード数、アクセス数）

＜LAsスタッフが、ログフレームの知識・スキルを習得し、ODA案件形成手続きを理解しているか＞

7 PCM研修の参加者数（TOT40名、全国640名）、ODA手続きWSの参加者数（395名）

8 PCM研修参加者の満足度（80%）・理解度(70%）、ODA手続きWS参加者の満足度（80％）・理解度（定性評価）

9 研修ワークショップの質（テキストに対する評価、研修内容に対する評価）

10 養成したトレーナーのWS実施能力（トレーナーの自信、PCM実施実績）

計画通りにベトナム側からの投入がなされたか ＜投入実績表＞

＊C/Pの配置 ＊配置人数と役職

＊プロジェクト実施に必要な経費と資材 ＊プロジェクト実施のために配分された経費と資材のリスト

計画通りに日本側からの投入はなされたか

＊専門家派遣 各分野、人数、派遣期間、時期の投入内容

＊研修員受入 研修内容、人数、期間、費用

＊機材 種類と数量、投入目的

＊現地活動費 活動予算と支出内容

＜活動実績表＞

プロジェクト進捗状況（PDM変更理由の確認、ITシステム完成のタイミング、研修実施のタイミング、組織的なプロジェクト
体制構築、プロジェクトとカウンターパートの協力関係、制度・法制的な障害の有無）、阻害要因への対処法

専門家派遣（人数、分野、タイミング）

供与機材（種類、機種、数、タイミング）

再委託契約（金額、タイミング、委託内容）

研修員受け入れ（人数、研修内容、タイミング）

C/P配置（人数、分野、タイミング）

活用されなかった投入の有無

定期的なモニタリングが行われたか。どういった方法で行われたか 12 モニタリング記録 各種資料 資料レビュー

外部条件に変化はあったか。あったとすれば、それに対する対応は適切であっ
たか

13 外部条件の変化の有無および対応状況
各種資料、日本人専門
家、JICA担当官

聞き取り
資料レビュー

ターゲットのニーズに今も合致しているか 14 ターゲットグループのニーズとアウトプットの整合性

ベトナム開発政策とプロジェクト目標との整合性はあるか 14
SEDPとプロジェクト目標の整合性、ODA効率化をめぐるベトナム政府政策の変化の有無および各政策との整合性（ODA
運用・利用マスタープラン、CCBP、Decree131）

日本の開発援助政策とプロジェクト目標との整合性はあるか 14 国別援助計画との整合性

上位目標とプロジェクト目標の整合性はあるか 15 ODA関連行政職員の立案能力の向上と、ODAの質の向上の整合性

国際的な援助協調の潮流とプロジェクト目標の整合性はあるか 16 「援助効果向上」をめぐる国際的な議論との整合性、VAMESPとの整合性

17 C/Pのオーナシップの度合い

18 業務改善ニーズとITシステムの関係、セキュリティシステムの有効性、トラブルシューティングソフトの有効性

19

4

20 研修を受けた人の所属部署

21 PCM研修の参加者のODA案件立案の数、PCMの考え方を業務に応用したケース

22 ODA手続き説明ワークショップ参加者の案件立案の数、ワークショップによる業務改善のケース

作成日：2008年6月22日

聞き取り
資料レビュー

聞き取り
資料レビュー

アウトプット3の達成度：Knowledge on ODA procedures and basic skills on
project formulation are enhanced among staff of LAs.

評価設問

実績

アウトプットの
達成度

アウトプット１の達成度：Project management and implementing mechanisms
are established.

日本人専門家、C/P、
CCBP、VAMESP、各種資
料（業務完了報告書、プ
ログレスレポート）

各種資料（業務完了報告
書、研修資料・報告書）、
LAｓ研修参加者、日本人
専門家、C/P、プロジェク
トローカルスタッフ

聞き取り
資料レビュー

アウトプット2の達成度：Working environment for ODA management at
FERD/MPI is improved by the usage of IT.

日本人専門家、C/P、MPI
一般職員、MPIのITセン
ター

聞き取り
アンケート

聞き取り
アンケート

投入実績
投入実績表（日本人専門
家に作成依頼）

聞き取り
資料レビュー

1. 妥当性
プロジェクト計画
の妥当性

各種資料（事前評価調査
など）、C/P、LA、
VAMESP、日本人専門家

実施
プロセス

モニタリング
実施状況

活動の進捗状況 活動は計画どおりに行われたか 11
各種資料、日本人専門
家、JICA担当官
FERD

2. 有効性

プロジェクト目標
達成の見込み

MPIおよびLAのODA担当職員がODA運営管理能力（立案）を改善することがで
きるか

C/P、日本人専門家、各
種資料、MPI一般職員、IT
センター、LAs、研修参加
者

ITシステムをよく利用している人の属性、ITシステムを利用することで業務改善された度合い 聞き取り
アンケート
資料レビュー



プロジェクト目標の達成はアウトプットによって引き起こされたものか 23
PCM研修とMPIおよびLAスタッフの業務改善との整合性、ODA案件形成手続きの理解と日本のグラント援助知識の理解
との整合性

外部条件の変化とそれによる影響はあったか 24 外部条件発生の有無、プロジェクトに与えた影響、プロジェクトの対処法

アウトプットの産出
アウトプット達成を促進した要因はあるか、アウトプット達成を阻害した要因はあ
るか

11 活動実績

活動実績

活用されなかった投入の有無

25 CCBPおよびVAMESPその他、援助協調・ODA効率化関連組織による本案件の評価

21

22

26 MPI組織内およびLAｓのODA立案業務改善の取り組みの有無およびその質、MPIとLAsの関係の変化

その他の波及効
果

予期されなかった正負の影響や波及効果はあったか 27
政策、法律･制度･基準等の整備、ジェンダー・人権・貧富など社会・文化的側面、技術面での変革、対象社会・プロジェク
ト関係者・受益者などへの経済的影響

ベトナム政府の政策に変更はないか 28 援助効果向上に向けた政策・取り組み（HAP、CCBP等）の今後の動向

プロジェクト以外で当該研修が行われた回数

来年以降のMPI、LAの活動計画

MPI、LAのODA立案計画業務に関する組織的取り組みの変化はあるか 26 MPI組織内およびLAｓのODA立案業務改善の取り組みの有無およびその質、MPIとLAsの関係の変化

財政面
プロジェクト終了後にMPI、LAで研修を実施するために必要な予算が確保され
るか

30 来年以降のMPI、LAの予算案

本プロジェクトのもとで育成されたトレーナーは、それ以降離職していないか 31 研修トレーナーの定着度

トレーナーは、独自に研修を行うことができるか 10 養成したトレーナーのWS実施能力（トレーナーの自信、PCM実施実績）

3 ITシステム運営責任体制の確立の度合い

32 MPIのIT部局の計画、メンテナンス技術

33 プロジェクトで得られた効果が引き続き発現していくために必要な要因

34 プロジェクトで得られた効果が引き続き発現していく際に阻害要因となるもの

11

投入・活動実績表
資料レビュー
聞き取り

聞き取り
資料レビュー

上位目標達成度
の見込み

ベトナムにおけるODAの質が改善される見込みはあるか CCBP担当者、VAMESP、
研修参加者、各種レポー
ト

目標達成の阻害・
促進要因

C/P、日本人専門家、
VAMESP、JICA担当官、
各種資料

5.自立発展性

技術の定着度・
普及の仕組みの
有無

持続的効果の発現要因と阻害要因

政策・制度面 29

新ITシステムは今後普及していくか

C/P、MPI、LAｓ、日本人
専門家、ITセンター

聞き取り
資料レビュー

PCM研修の参加者のPCMの考え方を業務に応用したケース、ODA手続きワークショップの知識を業務改善につなげた
ケース

聞き取り

プロジェクト終了後にPCM研修、ODA案件形成手続き周知活動が実施される予
定はあるか

3.効率性
タイミング・質・量

活動を実施するために過不足ない量・質の投入が適切なタイミングで実施され
たか

4. インパクト



 

 

５．面談記録 
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計画投資省対外経済関係局との面談記録 

 
日時：2008年 6月 30日（月）14:00-15:30 
場所：計画投資省（MPI）対外経済関係局 
出席者：6月 30日 

Mr. Nguyen Xuan Tien (日本・北東アジア課担当次長) 
Dr. Pham Hoang Mai〔ヨーロッパ・アフリカ課担当次長（元日本・北東アジア課長）〕 
Mr. Nguyen Hoang Linh（日本・北東アジア課職員） 
神崎博之 (株)パデコ 
山田実 JICAベトナム事務所 
津久井純（財）国際開発センター 

 
＜先方発言ポイント＞ 

○プロジェクトの運営について 
・ 日本人専門家は、非常に熱心に取り組んでいる。 
・ ITに関しては、対外経済関係局側が、開発すべきシステムの内容を IT日本人専門家・ローカルコンサ
ルタント会社に要請した。シンプルで使いやすいことが必須である。必要に応じて、プロジェクト専門
家や VAMESP 2の担当者を呼び、システムの統合について協議した。 

・ 投入について、専門家のアサイン期間に問題はなかった。ただ、タイミングとしては、4月と 5月の 2
か月専門家がアサインされないのは少々問題だった。研修に参加する人々は、6月ごろから年末にかけ
て自らの仕事が忙しいため、4月や 5月に研修を実施したかったが、専門家の派遣時期によって、それ
ができなかった。CP研修については、36名が参加し、適切に実施された。なお、活用されなかった投
入はなかった。 

・ プロジェクトはほぼ予定通りに、研修、ワークショップ、JCCを行ってきた。唯一 ITの開発が遅れた。 
・ トレーニング、ワークショップは、2回を除いてすべてコアカウンターパートが講義・演習を行った。 
・ ODA案件実施に係る手続きについて、対外経済関係局総務課が、Comprehensive Capacity Building 

Program to Strengthen ODA Management in Vietnam (CCBP)というプロジェクトを扱っている。世銀が
支援をし、本プロジェクトのような研修を行っている。本プロジェクトはこの CCBP との連携を図っ
てきた。また、VAMESP 2とは、教材および講師のリソースを共有してきた。 

 

○ITシステムの開発 
ニーズについて 
・ 政令 131号は、「ODAプロジェクトの新規立案手続きにおいて、既存の同様の案件を参照しなければな
らない」と規定している。そのために、案件審査者はいちいち他人に聞かなければならない。局長一人
しか知らない案件もあり、その都度局長に聞きに行くことはナンセンスである。新システムはこの事態
を打開する。 

・ これまで、紙ベースで業務を行っていた時期に比べ、職員がデータ入力する時間＝5分が 1件当たりに
新たに発生する時間である。しかし、この 5分によって、入力の二度手間は省け、サーチ・分類・ソー
ト時間も省ける。個人の仕事において改善があるのに加え、組織的に大きな省力化が図られる。一人ひ
とりが他部署の人に情報を尋ね回る無駄がなくなる。 

・ 案件データを処理する時間が省かれることによって、職員が、データを見ながら ODAプロジェクトを
比較できる。少なくとも課長レベルではそれが行われうる。どのドナーがどんな分野で協力しているか、
というような傾向を知ることで、戦略的な比較分析が可能になる。 
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システム開発について 
・ ODAプロジェクト管理のためのシステムは、現在４つある。そのうち、MPIに既存のシステム、本プ
ロジェクトシステムおよび VAMESPシステムは統合した。もう一つの DADは UNDPの主管で独自に
動いている。DADが扱うデータは、ドナー側の ODAデータで、統合が不可能だった。 

・ よりシンプルなシステム構成にするために、当初計画を変更し、本プロジェクトシステムと、VAMESP
システムを統合することにした。 

 
ITシステム運用の現状 
・ 現在新システムに、これまでの案件を入力している段階である。まだ様々な機能を使う状況にはなって
いない。 

・ できあがった本プロジェクトシステムと VAMESPシステムの統合がうまくいくかどうか、確認してい
る最中である。論理上は統合が可能になっているが、実際にデータが、本プロジェクトシステム（計画
段階）から VAMESPシステム（モニタリング・評価）に自動で送り込まれるところをまだ確認してな
い。 

 
○ITシステムの今後の運営管理 
・ プロジェクトが始まった当初、誰がこの ITシステムについて責任をもつべきかがはっきりしなかった。 
・ プロジェクト側は、MPI 内の IT センターが、あらゆる面で IT システムの管理ができると思っていた
が、ITセンターの当時の現況やキャパシティを調査した結果、本プロジェクトが開発する ITシステム
の運営管理体制について、IT センターはセキュリティ問題にのみかかわることが決まった。IT システ
ムの開発が進み、Coordination and Management Platform（CMP）という新システムに結実していく
中で、IT センターが技術的にこのシステムを管理するのは難しいと判断されたためである。その後 IT
センターは、主にハード面、ネットワーク保守に関する役割を担う部署として、会議を通じてプロジェ
クトに参画してきた。 

・ 今後の ITシステム（CMP）の運用については、現在、このシステムの運用に関する規定の首相承認を
待っている状況である。 

・ この運用にあたっては、総務課の中に、一人担当者が配属された。この担当者は、今後の ODA案件プ
ロポーザルが、課内において、システムに入力されることを促し（インプットの有無をチェックする）、
このシステムの機能の周知を行う。またもし、技術的なトラブルが発生した場合は、この担当者が IT
センターと連携して対処にあたる。この担当者が、新システムの管理責任者として位置づけられる。 
今後の課題は、職員の間でインプットを定着させることである。インプットがなされていない案件の担
当者に罰則を科す、インプット作業はある限られたメンバーだけが効率的に行うなど様々な方法が考え
られうる。 

・ （今後の運用にあたり、プログラム修正が必要になった場合を問われて）：このシステムは、3回にわた
る全職員のリクエストを総合してつくられたものであるため、変更の必要は当面ないと思われる。 

・ 何らかの技術的な問題が発生したら、IT センターを頼ることとする。その際必要に応じて、MPI の予
算からの外注等の支出を考える。 

・ 運用をめぐるトラブルに対し、2つの解決法を想定している。一つは、トラブルシューティングマニュ
アルの作成である。これはオンラインヘルプとして参照できる形式になっている。日常業務の小さな問
題に対処することが目的である。もう一つは、サービスデスク、すなわちトラブルを解決する担当者を
配置することである。サービスデスクは二段構えでトラブルに対処する。まずは、対外経済関係局各課
の中の、IT 理解に長けているスタッフを兼任職として配置し、上のトラブルシューティングマニュア
ルを参考に、トラブルに対応させる。もし解決ができなければ、IT センターに相談して対応する、と
いう方法である。 

・ プロジェクト終了後のシステムの専門的問題は、DTTに相談するつもりである。VAMESP 2が終わっ
ていないので DTTがコンサルタントとして当面は雇われ続けることになっている。 
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○研修および ODA手続きワークショップの内容 
・ 政令 131号への改定に伴う案件の企画立案方法については、研修や ODA手続きワークショップにてそ
の具体的な内容を参加者に説明した。（例えば、透明性の確保およびログフレームの考え方の導入など） 

・ ODA手続きについては、日本の手続きについて取り上げた。10億ドル、すなわち ODA全額の 25～35％
相当が日本からの援助である。日本の手続きを取り上げるニーズがある。また、日本の手続きを説明し
つつ、つねにベトナムの手続きも同時に説明してきた。 

・ ODA 手続きワークショップについて、援助効果向上を謳ったハノイコアステートメント、パリ援助効
果宣言によって、“6 Banks”（JBIC、世銀、ADB、仏 AFD、独 KfW、韓国 EDCFによる協調枠組み）
が、報告書・F/S の様式を統一したが、本案件のワークショップでは、つねにこの“6 Banks”の手続き
についても補足説明してきた。 

 
○研修の効果 
・ パイロット LAsの研修講師の力量は、彼らがはじめて PCMを習った段階と、現段階の力量はまったく
ちがっており、相当程度技術を習得した。 

・ 2003 年の段階で、LAs の ODA 案件担当官がつくるプロポーザルには、プロジェクト名しかデータが
ないような不十分な内容のものであった。このプロジェクトを通して彼らは、案件形成に必要な、裨益
者、目的、スケジュールなどの情報を適切にプロポーザルに盛り込む方法を企画立案研修から学んだ。
そこで扱われたログフレームは ODAだけでなく、どのような開発計画・事業の立案にも使えるもので
ある。研修においては ODA以外への適用も説明された。 

・ トゥアティエンフエ省やMOTでは、自前の資金を使い、自前の講師（プロジェクトが養成した講師）
が研修を行っている。MPIおよびMOTは、直轄の研修センターの研修プログラムに本プロジェクトの
企画立案研修が組み込まれた。 

・ ODA手続きワークショップでは、参加者が、ドナー別の手続きを比較して分析する場面もあった。 
・ ODA手続きワークショップを終えた地域から、プロポーザルがたくさん送られてきている。 
・ これまでの ODA事業において、ベトナム国民の間では「多額の ODAをMPIが受け取っている」とい
う認識が見られた。多くのプロジェクトはセクター省庁等の他の LAs で実施されているのが実情であ
り、このような認識は誤りであるが、本プロジェクトは MPI 自身に直接的に裨益するものであり、意
義深い。 

・ トレーニングやワークショップを通じて、地方省や中央省庁のリーダーの ODAについての理解が深ま
った。地方の LAs、すなわち計画投資局職員も ODAに対する理解が深まり、プロポーザルの内容がよ
くなった。このプロセスを経て、最終的には、われわれ MPI もプロポーザルの審査において裨益する
こととなった。 

 
○今後の企画立案研修、ODA手続きの普及 
・ ODA手続きを広めるワークショップを今後も実施したい。プロジェクトが製作した ODA手続きのマニ
ュアルのファイルを、各地の関係者にメールで送りたい。 

・ LAsは、自らの必要に応じて研修を行っていく。LAsには研修予算があり、自前の資金で、研修講師を
呼んで研修を実施できる。MPIに関しては、毎年新スタッフ向けのトレーニングがあるのでそこで実施
する。 

・ 今後の課題は、LAs が研修予算を確保し、地方 LAs が、自分たちの仕事の質を上げるために講師を招
待することを支援することである。 

 
○その他の論点 
・ MPI大臣、副大臣は本プロジェクトを高く評価している。 
・ 政令 131号の制定作業に、Dr. Maiがかかわった。政令 131号が求めている手続きとは、まさに PCM 
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＝ログフレームの考え方であり、見方を変えれば、政令 131号がプロジェクトの研修内容に沿ってつく
られたとみなしうる。 

・ 援助効果について、ハノイコアステートメント、パリ援助効果宣言の文章は非常にすばらしい。ただ、
実際には実施されていない。ドナーが宣言どおり手続きを統一してくれればよいと思う。 

・ プロジェクト効果を抑制する要因としては、JICAと JBICの統合による手続きの変更が考えられる。 
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計画投資省対外経済関係局総務課との面談記録 

 
日時：7月 1日（火）09:30-11:00 
場所：計画投資省（MPI）対外経済関係局総務課 
出席者：Mr. Cao Manh Cuong（総務課担当次長） 

神崎博之 (株)パデコ 
山田実 JICAベトナム事務所 
津久井純 （財）国際開発センター 

 
＜先方発言ポイント＞ 

○同課が担う CCBPによる ODA運営管理研修について 
・ CCBPは、世銀の Japan fundを用いて、Like-Minded Group（欧州ドナーを中心とするドナーグルー
プ）の参加を得つつ実施している。 

・ CCBPは４つの活動コンポーネントを持つ。 
①法的枠組みの検討（ODA運営管理、調達、公共投資など） 
②プロジェクト運営管理研修（案件の実施段階が中心） 
③新規援助モダリティに関する検討 
④援助効果パートナーシップグループ（PGAE）の活動支援 

・ 本プロジェクトとの関りは②のプロジェクト運営管理研修に求められる。CCBPのキャパシティビルデ
ィング向上と本プロジェクトの研修が重なる。これまでの連携内容は以下である。 
用語の統一：ODAをめぐる案件の中で用語が違ってはならない。例えば、「PCM」ではなく、VAMESP
がすでに使っていた「ログフレーム」を使用する、など。 
研修内容：CCBPも本プロジェクトも（そして VAMESPも）ターゲットグループは同じである。研修
内容がつながるように開発されるべきである。 

 
○CCBPの今後の研修について 
・ 2008年に本 JICAプロジェクト（CDOPP）は終了するので、その際、CCBPが教材を引き取り、VAMESP
の教材と合わせ、研修モジュールをつくりたい（後述の Center of Excellence参照）。 

・ CCBPは、研修講師チームを組織している。外部のリソースパーソンを充て、研修をデザインしている
（MOET教育研究院やMOF、MPIなど）。本プロジェクトが養成した講師も、今後必要な場合にリソ
ースパーソンとして召集したい。 

・ Center of Excellence（COE）：民間企業に上記研修の実施を担当する COEの機能を委託する予定。COE
はハノイ、ダナン、HCMに拠点を置く。このセンターの研修参加者に資格付けを行うため、国際 NGO
または研究機関などからプロジェクト運営管理に関する資格付与団体としての認証を受けたいと考え
ている。講師を常時かかえる研修専門のセンターとして運営していく予定である。COEは、MPI内の
研修センターとは別のものである。研修センターは、地方省の必要に応じてアドホックな研修を行う機
関であり、講師をフルタイムで抱えていない。内容は、経済分野、援助分野など幅広く、ODA 運営管
理はその一部にしか過ぎない。 

・ 研修については、VAMESPの研修内容を研究し、CCBPの研修講師に、VAMESP教材の内容を習得さ
せ、今後の VAMESPの研修に CCBPの幹部を参加させる。次に、研修講師のネットワークをつくる。
CCBP のリソースパーソンと VAMESP の講師を合体させる。これらのリソースは、COE 構想でも利
用可能である。CCBPのリソースパーソンの都合がつかない場合には、CDOPPが養成した講師を呼ぶ。 

・ CDOPPの全国展開研修と CCBPの研修を合わせてパッケージトレーニングを行うことは可能である。
CDOPPが終了する前に、本プロジェクトの研修教材等を CCBPに引き継いでほしい。 
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○ITシステムについて 
・ 総務課の業務は、大きく分けて８つある。その中に、ODA 案件の進捗状況について政府や首相に報告
する業務があり、ODA案件のデータが必要である。データ一本化のため、CDOPPのシステム開発は、
既存の VAMESPのデータと統合してこそ意味があった。DADシステムも ODA案件データを管理して
おり、本来、この３つが統合されることが望ましかったが、この統合は技術的に不可能であった。結局
は、VAMESPと CDOPPのデータ統合までが可能だった。 

・ CMPの使用状況：現在、首相に提出されたプロポーザルをシステムに入力している。今後の構想だが、
できれば、LAsもオンラインでプロポーザルを提出できればよいと思う。 

・ CMPシステムの利点：LAsにとっては、彼らが web上で、自分たちのプロポーザルの状況を確認でき
る。政令 131号に規定されているように、行政活動の透明性が確保されなければならない。審査に落ち
たプロポーザルはその理由が LAsに伝えられなければならない。MPIのメリットは、LAsのプロポー
ザル提出状況をモニターできることである。LAsは、同じプロポーザルをいろいろなドナーに提出して
いる。データベース化が整備されれば、その状況がモニターできる。もう一つの利点として、データベ
ースによって ODA案件の状況がはっきりすれば、案件の方向についてドナーに対する影響力を行使す
ることができる。また、資金の振り分け状況を把握することで、セクター間のバランスをコントロール
できる。 
 

○ITシステム（CMP）の今後の維持・管理について 
・ オプションは 2つある。一つ目は、ITセンターが運営管理を担当するもの。技術的問題は ITセンター
がカバーし、CMPシステムのプログラムの変更・修正については、総務課が内容を指示し、ITセンタ
ーが技術的な変更を加えていくスタイルが考えられる。この作業のプロセスを、今回の IT コンサルタ
ント会社の DDTがバックアップすることになる。 

・ もう一つのオプションは、何らかの予算を確保して、システムの維持管理を行う方法である。MPI の
IT戦略があり、予算はつくはずであろうが、はっきりしない。対外経済関係局長のMinh氏は、各課に
1～2人 IT担当をおきたいと言っているが、予算上 50 人までの人員配置がシーリングされている。新
たにスタッフを雇うことは現実的でない。 

・ 最終的に技術的問題の解決は、ITセンターに頼むしかないと思われる。 
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交通運輸省との面談記録 

 
日時：7月 1日（火）13:30-14:30 
場所：交通運輸省計画投資局 
出席者：Mr. Ha Khac Hao（次長） 

Mr. Hai（職員） 
Mr. Doanh（職員） 
Ms. Hang（同省直轄管理者養成校） 
神崎博之 (株)パデコ 
津久井純 （財）国際開発センター 

 
＜先方発言ポイント＞ 

○講師の育成 
・ TOT 研修には交通運輸省から 5 人が参加し、この 5 人とプロジェクトが協力し、試行研修を行った。
省内５局（道路、水路、航空、鉄道、河川路）や実施中のプロジェクト PMU の幹部など 27 人を対象
に実施した。 

・ 5人の講師の内、一人は、現在同省内の管理者養成学校の講師を務め、本プロジェクトにおいてすでに
６回、講師として企画立案研修に参加した。他の一人は、プロジェクト期間中に異動になり、この間は
研修事業に参加できなかったが、最近元の部署に戻り、今後は関連活動に参加する。しかしこの講師は、
まだ一人で研修をする力量がない。 

 
○企画立案研修の効果 
・ 参加者は、今後の企画立案業務は自らの経験だけに基づいて行うのではなく、論理的な思考方法や客観
的状況把握によって進めなければならないことを理解した。 

・ 参加者が、実際の立案手続きに必要な、ベトナムの ODA手続きに則ったフォームの使い方、このフォ
ームとログフレームの関連を理解した。 

・ 企画立案研修を通じて、一般的な計画の重要性が理解される可能性がある。企画立案の方法は、計画だ
けでなく、日常業務の意思決定にも適用可能である。 

・ 本省管轄の ODAプロジェクトについては、本プロジェクトの研修参加者（またはその人が所属する部
局）から提出されるプロポーザルの質は改善されている。ただし、参加した全員（部局）のプロポーザ
ルの質が改善されているわけではない。 

・ 改訂版研修テキストは参加者に読みやすいものだった。 
・ 本プロジェクトの研修は、現在ベトナム政府が進める地方分権化政策に、積極的な役割を果たした。 
 
○今後の企画立案研修の普及 
・ 同省直轄の管理者養成学校にて恒常的に企画立案研修が行われている。管理者養成学校には、様々な学
科があるが、その中に「投資案件管理」があり、ここで本プロジェクトのテキストが使用され、ログフ
レームを使った計画立案手法が教えられている。もっとも、2008年および 2009年にログフレームだけ
の研修は行う予算、計画はない。 

・ 管理者養成学校の予算は、同省の予算、政府からの予算、研修受講生の参加費からなる。現状のトレー
ニングコースであれば現状レベルの予算で実施していける。 

・ 他ドナーの案件内で実施される研修に対しても、本プロジェクトの研修内容を活用することが可能であ
る。 
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保健省との面談記録 

 
日時：2008年 7月 1日（火）15:30-16:30 
場所：保健省 
出席者：Mr. Nguyen Van Quang（海外援助管理課） 

Mr. Ha（総務課） 
Mr. Hau（海外援助管理室） 
神崎博之 (株)パデコ 
津久井純 （財）国際開発センター 

 
＜先方発言ポイント＞ 

○講師の育成 
・ 保健省からは、5人が TOTに参加し、うち 3人は、日本における CP研修にも参加した。残りの 2人
のうち一人は他の部署へ異動になっている。 

・ TOTを受けた 5人は、その後、省内の各部署および地方中央病院の職員を対象に、試行研修をMPIと
ともに行った。研修を通じて講師は自信をつけることができた。 

・ 5人の内 3人は、その後も本プロジェクトの全国展開研修で講師を務め、３つの他ドナープロジェクト
の企画立案部分の研修講師を担っている。しかし、試行研修後、自力で研修を行ったことがない人もい
る。 

 
○研修の効果 
・ 研修の教材の質が高い。企画立案研修テキスト、ODA 手続きマニュアルともに、計画立案の初めから
終わりまでを、ベトナムの法規（政令 131号など）に沿ってまとめているため非常に役立つ。ぜひ増刷
してほしい。 

・ ADBが中部で行う医療援助プログラムにおいて、ベトナム国内の専門家に本プロジェクトの ODA企画
立案研修教材を研究させ、同プログラムの内容に合わせて教材を開発させる予定がある。 

・ 研修を通じて、ログフレームの意味がよく理解できた。 
・ 研修を受けて省内の幹部の、案件審査の質が上がった。プロポーザルを上げてくる他部署の職員に対し
て、正確に、具体的にアドバイスができるようになった。 

・ 試行研修を受けた人が、定性的にどのように日常業務を改善したかは定かでない。 
・ ODA手続き研修について、なぜ日本の手続きのみを取り扱ったのか疑問だ。 
 
○今後の企画立案研修の普及 
・ 研修予算が問題である。今後、ログフレームだけを扱うプロジェクトや研修事業はないと思われる。上
記のように、ドナーが行うプロジェクトの中の、企画立案部分の研修において、本プロジェクトで得た
内容を広めていく。 

・ 研修を受けた人とそうでない人の差が大きい。研修の普及を図りたい。 
 
○CP研修について 
・ ワークショップのモデレーターの技術を学ぶことができた。 
・ 言葉の問題があり、むしろベトナムで研修を受けた方が効率的かもしれない。 
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ゲアン省計画投資局との面談記録 

 
日時：2008年 7月 3日 09:00-10:30 
場所：ゲアン省計画投資局 
出席者：Mr. Nguyen Nam Dinh（副局長） 

Mr. Nguyen Manh Hung（対外経済関係課課長） 
Mr. Hoang Anh Dung（投資促進課副課長） 
Mr. Pham The Hung（ゲアン省投資促進センター） 
Mr. Phuong（対外経済関係課） 
Mr. Nguyen Hoang Linh（計画投資省） 
神崎博之 (株)パデコ 
津久井純 （財）国際開発センター 

 
＜先方発言ポイント＞ 

○講師の育成 
・ プロジェクトの TOTを受けた講師候補のうち 3人が、ゲアン省内の 6郡、計画投資局職員、農業・農
村開発局職員ら 30名に対して 3日の企画立案研修を行った。この 3人は協同で、TOT研修テキストを
基に、独自教材を作成して研修を行った。 

・ この試行研修の効果は、ログフレームによる新しい計画立案方法という参加者にとって「まったく新し
い方法」がもたらされたことである。参加者たちは自力でプロポーザルを書く力がついた。 

・ 講師たちは、計画投資省に提出する提案書が書きやすくなった、と感じている。また、提案書の書き方
を同僚にも教えている。 

・ 講師たちは、本プロジェクトのウェブサイトから書類をダウンロードし、自己学習を行っている。 
・ 北欧系のドナーによって農村開発プロジェクトの第二フェーズがゲアンで行われる予定であるが、プロ
ジェクト形成調査団が来た際に、講師たちは、案件関係者を集めてログフレームを使用した計画づくり
ワークショップの実施支援を行った。これによって第二フェーズの計画が改善された。 

・ ベルギーの案件でも同様の企画立案研修を行った。 
 
○研修の効果 
・ 試行研修に参加した郡の人々は、本プロジェクトの教材について満足している。 
・ これまで、問題分析の方法などを知らなかったが、研修によって MPI や他ドナーのプロジェクトに提
出するプロポーザルを書く技術を習得した。 

・ 研修は、プロジェクトの計画づくりだけでなく、日常業務にも応用できる。日常業務で問題を見つける
こと、その解決に向けて段取りをつけていくこと、につながっている。 

・ 研修実施後、郡レベルや他機関が計画投資局に提出するプロポーザルの質については、本プロジェクト
だけではなく、VAMESP 2、CCBPといった他プロジェクトを通じた支援や政令 131号、通知 04号な
どの発出による行政改革などもあいまって、プロポーザルの内容が変わった（*日本人専門家による補
足：政令 131号で標準的な様式や手順が定まり、本プロジェクトもこれに沿った計画立案研修を実施し
た。その結果上記のような効果が発現した。また、他プロジェクトによる支援も通じ、計画、実施、評
価をカバーした研修が実施されたので ODAの運営管理が改善されつつある）。案件の特質、デザイン、
手法、必要な手立て、効果などのプロポーザルに記載すべき内容が標準化された。 

・ 計画投資局自身のプロポーザル審査の力量も上がった。計画投資局は、年間 20 ほどの ODA プロジェ
クトのプロポーザルを扱っているが、現在は、下級機関や行政各局が提出するプロポーザルに対して適
切にレビューし、修正を求めることができるようになった。 
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○政令 131号の影響 
・ 政令 131号による地方分権化の影響は大きく、権限が現場側に移行している。計画投資局は、下級機関
が自主的に柔軟に運営するようにさせている。彼らが自分自身でものごとを進め、決定できるようにな
っている。 

 
○今後の企画立案研修の普及 
・ 計画投資局が毎年行う恒常的な研修があり、そこで企画立案研修を取り上げていく。しかし、研修の規
模は小さく、この研修では、すべての郡レベルまでには普及できない。 

・ ログフレームそのものの研修ではないが、他ドナーのプロジェクトの活動において、企画立案部分を、
本プロジェクトによって養成された講師が担当していく。 

・ ゲアン省の社会経済開発 5カ年計画をつくる際に、省内の行政各局や郡の代表が集まって行うワークシ
ョップがあるが、そこにおいて本プロジェクトで習得したログフレームを使った思考方法が活用される。 

・ 下級機関や行政各局が提出するプロポーザルへの指導を通して、ノウハウを移転している。 
 
○本案件の利点 
・ 企画立案に特化した手法を紹介したことはニーズにかなっていた。企画立案はわれわれの能力が未熟な
部分であり、本案件のアプローチは有益である。 

・ ITを使った研修方法がよかった。 
・ 地方省のうち 4省がパイロット LAsに選ばれたが、このパイロット方式はよかったと思う。 
・ ログフレームには、問題点をシステマティックに分析できること、グループワークの力を発揮できるこ
と、民主的な方法であること、などの利点がある。 

 
○本案件の弱点 
・ プロジェクトの実施期間や資源が限られていたため、パイロット的な研修を、特に郡レベルまで普及さ
せる点で限界があった。 

・ ベトナムの今後を考えると、今後は公共投資、公共事業が大きな意味を持ってくる。本案件は ODAを
取り扱ったが、ODAにおいて計画立案の力量が向上すれば、それは必ず公共投資案件に波及していく。
ぜひ延長を考えて、郡レベルまで普及させていきたい。ゲアン省は、様々なドナーのプロジェクトを通
じて、企画立案研修を実施していきたいが、それでも研修を受ける機会のない地域やセクターがある。
それら地域・セクターへの研修実施が課題となる。 
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トゥアティエン・フエ省計画投資局との面談記録 

 
日時：2008年 7月 4日 08:30-09:30 
場所：トゥアティエンフエ省計画投資局 
出席者：Mr. Le Dinh Khanh（副局長） 

Ms.Hoang Thuy Hong（対外経済協力課） 
Mr. Phong（対外経済協力課） 
Mr. Vuong（対外経済協力課） 
Mr. Tuan（他ドナープロジェクト PMUメンバー） 
Mr. Nguyen Hoang Linh（計画投資省） 
神崎博之 (株)パデコ 
津久井純 （財）国際開発センター 

 
＜先方発言ポイント＞ 

○講師の育成 
・ 本プロジェクトの TOT には、フエから 7 名が参加し、現在もみな ODA 関連プロジェクトの役職に就
いている。 

・ 2006年にフエで行われた TOTの後、2006年 11月に、トゥアティエンフエ省内の 7郡代表、PMUの
代表、プロジェクト計画立案に携わる職員 26名を対象に試行研修を行った。 

・ その後、2名の講師は、農業・農村開発省がハノイで行った試行研修にも参加した。 
・ 2007 年には、現在フエで行われている他ドナー（フィンランド）の農村開発プロジェクトの中で、2
名の講師が、27名の郡レベル行政職員を対象に 2回の企画立案研修を行った。 

・ 7名中 5名が CP研修に参加した。 
・ ２名の講師は、全国展開研修にも参加した。 
・ ADB の資金で行う貧困削減プロジェクトでは、４名が保健分野の企画立案ワークショップをファシリ
テートした。 

・ UNDPのプロジェクトにおいては、3名がファシリテーターとしてワークショップを行った。 
・ 現在、この 7人すべてがファシリテーターとして仕事ができる。 
 
○研修の効果 
・ 研修教材の内容は非常に具体的である。ベトナムの法律に合わせてある。 
・ 計画投資局に提出されるプロポーザルの質が上がった。例としては、トゥアティエンフエ省で進められ
てきた JBICの水質管理案件は、その後うまく申請に通った。また、フィンランドドナーの案件も、プ
ロジェクトの研修後に計画投資局がプロポーザルを書き、これも受理された。 

・ 企画立案研修に参加した郡レベル行政職員への効果としては、NGO のプロジェクトへの案件提出が容
易になった。フォーマットに求められていることを適切に記述でき、地域の社会経済分析記述ができる
ようになった。 

・ プロポーザルの質について、以前は、省レベルや郡レベルの人が書いたプロポーザルは自由記入形式（様
式が定まったいなかったという趣旨）であまりにも単純な内容しか記載できなかった。NGO などのド
ナーは、そのプロポーザルを見て、意味するところがまったく理解できなかった。政令 131号の影響も
あり、みな目的やモニタリング方法などを書き込むようになった。この変化はとても大きい（*日本人
専門家の補足：政令 131 号で標準的な様式や手順が定まった。そして、本案件で政令 131 号にそった
企画立案研修が実施された。その結果上記のような効果がでた、という意味）。 

・ 試行研修の参加者は、何を準備しなければいけないかがわかり、プロジェクト目的の策定、ログフレー
ムの作成などができるようになったと思う。郡や行政各局職員のプロポーザルの質の向上に効果をもた
らした。 
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・ 郡の関係者は、本プロジェクトの企画立案方法を支持している。効果としては、自分たちの力量を信じ
ることができるようになった。さらに、郡レベルと省レベルが自由にコミュニケーションできるように
なった。例えば、現在国境付近の３つの農村地域で、計画投資局と環境局がプロジェクトの形成を行っ
ている。ここでは、コミューンやその下のハムレットレベルにてボトムアップの計画立案を行っている
が、このプロセスに、本プロジェクトの研修成果が発揮できる。 

 
○今後の企画立案研修の普及 
・ 他ドナーのプロジェクトに、この計画立案手法を組み込んでいきたい。 
 
○CP研修の感想 
・ 少々時間が足りなかった。しかし、プロジェクト計画立案について、参加型手法を学ぶことができた。
そして、意見交換の方法も学んだ。 

 
○本プロジェクトの利点 
・ 省レベル、郡レベル職員のキャパシティビルディングに貢献した。プロジェクト期間中に政令 131号が
制定され、分権化が明示された。つまり、われわれ地方スタッフの能力が非常に重要になった。この流
れの中で、プロジェクトは常にわれわれが自分でプロポーザルが書けるように支援してくれた。 

・ プロジェクトの研修は、生産的で実践的な方法を紹介した。 
 
○本プロジェクトの弱点 
・ 時間が短い。あと 1フェーズ拡大してほしい。 
・ 省や中央レベルにフォーカスしていた。郡レベルへのフォーカスを今後考えてほしい。 
・ 研修は部屋の中で行われている。計画立案では、フィールドに出て実地の訓練も研修に取り込む必要が
ある。それを行うための予算は現在のゲアン省にはない。 

・ 企画立案の次に、レポートライティングのスキルが必要となる。スタッフは案件準備のためにみなよく
働いているのに、書き方が下手なために、プロポーザルが理解されない。またプロジェクト実施中およ
び事後の報告書もドナーにうまく理解されていない。 
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計画投資省対外経済関係局長との面談記録 

 
日時：2008年 7月 7日（月）14:00-15:00 
場所：計画投資省（MPI）対外経済関係局 
出席者：Dr. Ho Quang Minh（対外経済関係局長） 

 Mr. Nguyen Hoang Linh（日本・北東アジア課職員） 
神崎博之 (株)パデコ 
山田実 JICAベトナム事務所 
津久井純 (財)国際開発センター  

 
＜報告書ドラフトについてのコメントポイント＞ 

○プロジェクトの運営管理体制、特に ITについて 
・ ITシステムの維持・管理体制は重要問題（Key issue）である。 
・ プロジェクトが開発した IT システムについて、IT センターの役割ははっきりしていない。この点は、

MPI大臣に報告し、今後の対応を協議しているところである。本来は ITセンターが、その予算を使っ
て、局内すべての IT業務を担うことが望ましい。対外経済関係局の中にも、ODA部門、ラオス・カン
ボジア部門、メコンデルタ部門があり、それぞれ別の IT システムを持っている。これらを総合的に管
理していけるようにしたい。 

・ 現在、本プロジェクトの ITシステムの管理者に専任の職員はいない状況である。VAMESP 2からも IT
システムの運営管理強化の必要性を指摘されているが、現在の職員数の規定上、これ以上職員は増やせ
ない。対外経済関係局の各課から一人ずつ選んで、システムを担当するグループを組織しようと考えて
いる。 

・ 今後の維持発展について、VAMESP 2 ももうすぐ終了するため、予算だけでなく、人的リソースが重
要な問題である。 

 
○ITシステムの開発について 
・ 「開発が遅れた」との表記があるが、これは、外部要因によるものだ、ということを明記してほしい。 
・ VAMESPシステムとの統合はうまくいっている。 
・ （現状では、LAsがプロポーザル審査結果をモニターできないことを問われて）今後それができるよう
に検討したい。 

・ 局長自ら、局内で、新 ITシステム導入セミナーを行った。 
・ ITシステムは現在、パイロット的に運用している段階である。 
・ 職員から、このシステムについて具体的な評価を聞いたわけではないが、このシステムは、よいデザイ
ンになっている。システムを開発する際に、職員にリクエストを聞いているからである。 

・ 技術協力事業として、ITを利用した本プロジェクトのデザインは有益である。 
 
○研修およびワークショップについて 
本プロジェクトは、ODA に関し、一般的にも、日本の手続きについても、十分な内容の研修・ワークショ
ップを行うことができた。 
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